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■尼崎市学びと育ち研究所の目的とねらい

〇目的
　本市における子どもの学びと育ちに関し、より効果の高い政策を実施すること並びに教
員の知識及び技能の更なる向上を目的とする。

〇ねらいと背景
１　科学的根拠に基づいた教育政策

　教育は、それぞれの経験や感覚によって論じられることが多いなか、当研究所では、
市や市教育委員会が保有するデータなどを活用し、科学的根拠（エビデンス）に基づい
た教育政策や教育実践の研究を行います。
　そのため、外部の研究者を当研究所の研究員等として招聘し、研究を実施しています。
２　先駆的な教育政策と長期的な課題解決

　当研究所では、市の内外で行われている先駆的な教育政策や教育実践に関する研究を
行い、本市において効果的な政策や実践を展開することを目指しています。
　また、不登校や発達障害、貧困など、困難な状況にある子どもたちの課題を解決する
ための長期的視野を持った研究も行います。
３　将来を見据えた教育実践と「後伸びする力」
　学習指導要領の改訂や大学入試改革などの教育改革を見据え、学力向上だけでなく、

「主体的、対話的で深い学び」への取り組みも加速させます。
　また、就学前教育などの充実により、学力等の認知能力だけでなく、それらの土台と
なる「後伸びする力」（非認知能力）を育む教育実践を行います。

「学びと育ち研究所報告会」 を してい

「学びと育ち研究所」「 」 していた い
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■尼崎市学びと育ち研究所の概要
○組織（令和４年８月１日現在）
・所長
　大竹　文雄（大阪大学感染症総合教育研究拠点　特任教授）
・副所長
　能島　裕介（尼崎市理事・教育委員会事務局教育次長）
　北垣　裕之（尼崎市教育委員会事務局教育総合センター所長）
・主席研究員
　北野　幸子（神戸大学大学院　人間発達環境学研究科　教授）
　中尾　繁樹（関西国際大学　教育学部　教授）
　永瀬　裕朗（神戸大学大学院　医学研究科　特命教授）
　野口　　緑（大阪大学大学院　医学系研究科　特任准教授）
　濱島　淑惠（大阪歯科大学　医療保健学部　教授）
　藤澤　啓子（慶應義塾大学　文学部　教授）
　山口慎太郎（東京大学大学院　経済学研究科　教授）
・アドバイザー
　川上　泰彦（兵庫教育大学大学院　学校教育研究科　教授）
　曽我　智史（弁護士）
　苫野　一徳（熊本大学　教育学部　准教授）

○連絡先
　〒661-0974　尼崎市若王寺２丁目18番５号
　あまがさき・ひと咲きプラザ　アマブラリ３階
　尼崎市　こども青少年局　こども青少年部　こども青少年課
　電話番号　06-6409-4761　　　ファックス　06-4950-0173
　Ｅメール　ama-msk@city.amagasaki.hyogo.jp
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第５回尼崎市学びと育ち研究所報告会

「エビデンスに基づいた教育政策を目指して」

■次 第

育環境

感 症 育

ング ラーの 題 の

関

関 育

・ ート

の育ち 育 育・ 育の 発

子 人 発達環境

の 発達 の

の の 関

育の の

子

育

閉 育 育



4

教育環境が学力に与える影響／出生体重等が健康に与える影響

研究代表者
大竹 文雄　（大阪大学 感染症総合教育研究拠点 特任教授）

研究協力者
小原 美紀  （大阪大学大学院 国際公共政策研究科 教授）

阿部 眞子　（大阪大学大学院 国際公共政策研究科 博士後期課程）

松島 みどり（筑波大学 人文社会科学研究科 准教授）

中山 真緒  （慶應義塾大学 パネルデータ設計・解析センター研究員）

佐野 晋平  （神戸大学大学院 経済学研究科 准教授）

林　 良平　（高知工科大学 講師）

船崎 義文  （大阪大学大学院 経済学研究科 博士後期課程）

浅川 慎介　（佐賀大学経済学部 助教）

研究の概要
　児童生徒の学力向上を目指すためには、学校における教育施策や学級規模、教員の特性が学力に与え

る影響を実証的に分析することが必要である。学校や学級別の学力平均を用いて、学校の教育力を評価

することが通常行われる。しかし、学力に影響を与えるものは、学校の教育力だけではない。児童生徒

が、学校に入学してくるまでに、幼稚園や保育所・園等で就学前に受けてきた教育や家庭で受けてきた

教育にも影響を受ける。学校在学中においても、家庭での教育や塾での教育の影響も受ける。そのため、

尼崎の児童生徒の学力を向上させるためには、学力に与える様々な要因を考慮した上で、学校教育が学

力に与える影響を分析する必要がある。

　本研究では、『あまっ子ステップ・アップ調査』、学校からの身長・体重、保健所からの出生体重・妊

娠週数情報、生活保護・就学援助の情報を行政側が接続し、個人が特定できないように匿名化処理がな

された上で研究者に提供されたデータを用いて、出生時体重・貧困状況・相対年齢が、認知能力・非認

知能力・身体的発達に与える影響を分析し、教育施策として対応すべき知見を提供する。

期待される成果
　出生時体重・貧困状況・相対年齢が、認知能力・非認知能力・身体的発達に与える影響を分析するこ

とで、教育において不利とされている子どもたちの成長状況を明らかにし、教育施策として対応すべき

点を明確にすることができる。

研究の進捗状況
　データの作成と分析が概ね終了した。⑴出生時体重・貧困状況・相対年齢が、認知能力・非認知能力・

身体的発達に与える影響、⑵新型コロナ感染症対策に伴う一斉休校の影響について、⑶教育による成績

上昇効果、⑷尼崎市生活困窮者学習支援事業の高校進学率上昇への効果検証、⑸通塾が学力に与える影
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響について分析した。

現時点における研究結果の概要
⑴　出生時体重・貧困状況・相対年齢が、認知能力・非認知能力・身体的発達に与える影響

　尼崎市の行政データをもとに、出生体重、現在の肥満、貧困、相対年齢、現在の身長・体重が小学

校１年生から中学２年生までの成績、非認知能力に与える影響を検証した。主な結論はつぎのとおり

である。第一に、出生体重は成績と非認知能力の中でもやりぬく力と相関する。　　

　成績との関係は世帯の固定的な影響を除去するために兄弟姉妹間の差を用いた分析や、世帯の影響

と遺伝的影響を除去するために双生児間の差を用いた分析でも固定効果でも確認された。

　第二に、貧困は成績に影響を与えていた。出生時体重をコントロールすると生活保護期間が長いこ

とが認知能力や非認知能力にマイナスの影響を与えており、同様のことは、修学援助を受けている場

合にも観察された。第三に、相対年齢効果は、認知能力とやりぬく力に影響を与えていることが観察

された。第四に、現在肥満であることは認知能力、やりぬく力と負の相関が観察された。第五に、貧

困、相対年齢、肥満に関わる子どもたちの中には、先生が自分のことを気にしてくれていると感じて

いない割合が高いことが観察された。

⑵　新型コロナ感染症対策に伴う一斉休校の影響

  平均的には、R1 から R2 年度にかけて、学力等の顕著な低下は観察されない。ただし、肥満の増加

は観察される。生活保護を経験した児童生徒とその経験がない児童生徒の差が拡大した可能性が示唆

される。

⑶　教育による成績上昇効果

　一年前の成績が同じ児童・生徒であっても、生活保護経験があるか、就学援助を受けている、兄弟

姉妹が多いなど、家庭環境が苦しい状況にあると成績の上昇度が低い。また、児童・生徒の前年度の

学力が同じで、生活保護経験、就学援助の状況などが同じであっても、学校全体に生活保護経験があっ

たり、就学援助を受けている児童・生徒が多い学校は、学校全体の成績の上昇が低くなる傾向がある。

⑷　尼崎市生活困窮者学習支援事業の高校進学率上昇への効果

　生活困窮者学習支援事業と高校進学率との間には相関関係が観察される。学習支援が自宅の近くに

設置された場合、参加する確率が上昇することは確認されている。学習支援事業への参加が高校進学

率に寄与しているという暫定的な結果が得られている。

⑸　通塾が学力に与える影響

　同じような学力、家庭環境、地域の子どもが、塾に通った場合とそうでない場合によって学力が異

なるかを傾向スコアマッチングという手法で検証した。その結果、通塾が成績を引き上げることが観

察された。ただし、その効果は、主に勉強時間を長くさせることによってもとらされていた。

今後の展望
　結果の頑健性の確認を引き続き行うとともに、長期的に見たときにそれぞれの項目の影響がどのよう

に推移するかを、『あまっ子ステップ・アップ調査』の新しい結果をもとに分析を行う。相対年齢効果

と身長相対順位効果を分離した研究を行い、望ましい教育的対応について検討する。
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尼崎市におけるヤングケアラーの実態調査と課題解決に向けた手法の検討
研究代表者
濱島　淑恵（大阪歯科大学 医療保健学部　教授）

研究協力者
宮川　雅充（関西学院大学　総合政策学部　教授）

研究の概要
　ヤングケアラーとは、障がい、疾病、幼い、高齢である等のためにケアを要する家族がいて、そのた
めに家事、介護、感情面のサポート、年下のきょうだいの世話等をしている子どものことをいう。近
年、複数の自治体において実態調査が実施され、ヤングケアラーの存在割合が示されている。また、ヤ
ングケアラーの方が、ケアをしていない子どもよりも生活満足感が低い、精神的苦痛が大きいことを示
した研究もあるが、子どもがケアを担うことによる影響については、十分な検討がなされているとはい
いがたい。
　本研究は、尼崎市における１）ヤングケアラーのケアの実態、抱える問題を明らかにし、２）いかな
る場合にケア負担が大きくなり、問題が生じるかを検討し、３）それらの結果から尼崎市におけるヤン
グケアラー支援（スクリーニング、アセスメントのツール開発、支援の方法等）について具体的に提示
することを目的として、以下のことを実施する。
１．学校に通う子ども自身に対する質問紙調査を実施し、尼崎市におけるヤングケアラーの存在割合、

ケアの状況（相手、内容、頻度、時間数等）を示す。
２．上記1の調査結果をもとに、子どもが担っているケアの状況と心身の健康状態、学力等との関係を

分析する。また、尼崎市においてヤングケアラー支援が実施された場合は、その影響についても検討
する。

３．上記１、２の結果と、過去に行ったヤングケアラー支援プロジェクトでの議論、尼崎市事業所調査
の結果等を踏まえ、ヤングケアラーのスクリーニング、アセスメントの方法とシート、有効な支援に
ついて検討する。

期待される成果
　令和4年3月、厚生労働省はヤングケアラー支援体制強化事業実施要綱を示し、そこでは各自治体にお
けるヤングケアラーの実態把握、ヤングケアラー・コーディネーターの配置、ピアサポート等相談支援
体制の推進、オンラインサロンの設置・運営、支援が示されている。
　尼崎市においてもヤングケアラーの実態把握、支援の展開が求められるところであるが、本研究は、
尼崎市におけるヤングケアラーの実態把握、ヤングケアラー支援を実施する際に必要となるヤングケア
ラーの発見ツールの開発、有効な支援方法の検討に貢献するものである。特にヤングケアラーという概
念と支援を教育と福祉の現場で導入することは、子どもたちの養育、学習環境の改善に寄与し、引いて
は学力、自己肯定感、健康状態の改善、向上に大きく寄与すると考えられる。

研究の進捗状況
　令和3年度は、尼崎市におけるヤングケアラーの実態把握を目的とした調査を、尼崎市こども青少年
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課とともに実施した。

現時点における研究結果の概要
（１）調査の概要
　令和 4 年 2 月～ 3 月、尼崎市の公立小学校、公立中学校に通う全小学 4 年～ 6 年生（計 10,453 名）、
全中学 1 年～ 3 年生（計 9,632 名）を対象に WEB 調査を実施した。その結果、15,258 名（小学生 8,029
名、中学生 6,444 名、不明 785 名）から回答が得られた。

（２）結果
１）回答者の基本属性
　性別は男性が 7,165 名（47.0%）、女性 7,313 名（47.9%）、不明 780 名（5.1%）であった。学年は、小
学 4 年生 2,961 名（19.4%）、小学 5 年生 2,767 名（18.1%）、小学 6 年生 2,301 名（15.1%）、中学 1 年生 2,379
名（15.6%）、中学 2 年生 2,175 名（14.3%）、中学 3 年生 1,890 名（12.4%）、不明 785 名（5.1％）であった。
２）ヤングケアラーの存在割合
　以下の 2 つの条件を満たす者をヤングケアラーとみなし集計した。

①普段している家事、お手伝いに関する 5 つの質問（表 1 参照）に対して、少なくとも 1 つの質問に「た
まにする」以上の頻度（「たまにする」、「ときどきする」「いつもする」）を回答していること

②お世話やお手伝いをしている理由について、「お世話やお手伝いが必要な家族がいるから」を選
択していること

　その結果、ヤングケアラーと考えられる者は 1,110 名となり、ヤングケアラーの存在割合は 7.3％で
あった。性別で存在割合をみた場合、男性では 6.8%、女性では 7.2% であった（性別が不明な者では
12.4%）。学年別では、小 5 の存在割合が 7.7％であり最も高かった。一方、小 6 の存在割合が 5.9％であ
り最も低かった。学校別にみると、小学校では 3.3% ～ 11.3%、中学校では 2.9％～ 11.2％であり、学校
によって存在割合にはかなりの差がみられた。

　　表１ 普段している家事・お手伝いに関する質問

　　　あなたが普段している家事・お手伝いを教えてください。
　　　質問 1-1　家事（そうじ、せんたく、買い物、料理など）
　　　質問 1-2　家族の世話（移動する、外に出るときに付き添う、トイレやお風呂に入るのを手伝う）
　　　質問 1-3　年下の子どもの世話、遊び相手
　　　質問 1-4　家族の話し相手をする
　　　質問 1-5　家族の様子を見守る

３）ケアの状況－ケアの相手、ケアの頻度、時間数
　ケアの相手（誰のお世話をすることが多いか）を尋ねたところ、1,007 名が回答していた。「弟・妹」
が最も多く 532 名（52.8%）、次いで「母」が 462 名（45.9％）、「父」が 184 名（18.3%）、「祖母」が 157
名（15.6%）と続いた。ケアの頻度（どのくらいお世話・お手伝いをしているか）を尋ねたところ、1,071
名が回答していた。「毎日」が最も多く 392 名（36.6％）、次いで「週に 3､4 日くらい」が 220 名（20.5%）、「週
4、5 日くらい」が 189 名（17.6%）であった。「毎日」と「週 4、5 日くらい」と回答した者を合わせる
と、ほぼ毎日ケアをしている者が半数を超えた。また、ケアの時間（学校がない日の 1 日のお手伝い時
間）を尋ねたところ、1,035 名が回答していた。「1 時間未満」が最も多く 546 名（52.8%）と半数を超え、
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次いで「1 時間～ 2 時間くらい」が 280 名（27.1％）であった。短時間のケアを担っている者が 8 割近
くを占めるが、一方で 8 時間以上と回答した者も 29 名（2.8％）いた。
（３）考察
　尼崎市においてヤングケアラーの存在割合は7.3％であり、一定の規模で尼崎市にもヤングケアラー
が存在することが確認された。性別でみると、女性の方が男性よりも存在割合が高かったが、顕著な差
は認められなかった。一方、学校別で集計した場合、存在割合には顕著な差がみられ、エリア別の支援
策の検討が必要と考えられる。
　ケアの状況をみると、ケアの相手は母、年下のきょうだいが多く、毎日のようにケアをしている者も
多くみられた。ケアの時間は短時間のものが多数を占めるものの、長時間のケアを担っている者も存在
した。これらの結果は全国調査や他地域での調査と類似した結果となった。

今後の展望
　令和3年度に実施したヤングケアラー調査をもとに、他の調査の結果とリンクさせることで、ケアの
役割と成績、健康面（身長、体重、口腔衛生等）、心理的側面等との関連を検証する。
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学習や学校生活における困難を改善する指導に関する実践研究

研究代表者
中尾　繁樹　 （関西国際大学 教育学部 教授）

研究協力園
尼崎市立竹谷幼稚園　尼崎市立武庫幼稚園　尼崎市立園田幼稚園

尼崎市立塚口幼稚園　尼崎市立長洲幼稚園

研究の概要
　「特別支援教育」は、児童生徒等一人ひとりの教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や

学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導や必要な支援を行うものである。本研究では、本市

における幼児児童生徒等の実態を把握し、学習や学校園での生活上の困難を改善又は克服するための運

動プログラムの開発を行い、科学的根拠に基づく効果検証を行う。その上で、効果の高い実践を積み重

ね、市内学校園に展開することで、本市の子どもたちの豊かな学びや育ちに資することを目的とする。

教育総合センターが所管する「学びの先進研究サポート事業」で支援している教員の自主研究グループ

（尼崎インクルーシブ教育研究会）と連携し、実践研究を推進する。

　具体的には、インフォーマルアセスメント、SNS等の観察・検査等を実施する。そのアセスメントに

基づいて、昆虫太極拳等のリズム運動・サーキット遊び・ビジョントレーニング・ヨガトレーニング等

の実践研究を行い、運動プログラムの前後で子どもの変化を確認し、その効果を検証する。市内の賛同

を得られた学校園に効果の高い実践を展開し、実践の工夫改善を図る。また、幼保小が連携した取組を

検討・推進する。

期待される成果
　学校園の通常学級には、障害の有無にかかわらず、通常の条件の下では学習面や生活面で困難と感じ

ている子どもたちがいる。こうした子どもたちも特別な支援の対象に含め、教育の場や支援の内容につ

いても、一人ひとりの教育的ニーズに応える教育を実現する必要がある。そのニーズに応じた支援を行

うためには、学校園・学級で障害やそれに関連する困難を適切に把握し、子どもに寄り添った教育が展

開されることが重要である。本実践研究の結果、効果的な教育プログラムが確立されれば、その汎化を

図ることにより、学習や学校園での生活に困難を感じる子どもが減少し、より豊かな学びや育ちにつな

がることが期待できる。

研究の進捗状況　
本研究は、神経学的微細運動（SNS）のデータ結果から、子どものからだづくりや身体体的不器用さ

について、「グッドイナフ人物画知能検査」「眼球運動検査」「バイタルサインチェック」等を指標に

して、運動遊びの前後でどのようなデータの変化があったのかを明らかにしてきた。

　これらの結果からからだづくり運動を中心に据えた領域「健康」の保育課程の効果について、これま
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で指導者が経験や勘に頼っていた「身体的不器用さ」の捉えをエビデンスに基づいた、より客観的なも

のとして捉えることが課題となっていた。

　昨年度得られた知見から本年度はアセスメントをより重視して行い、尼崎市の幼児全体の傾向と困り

感について把握し、より実効性のあるプログラムを提案したい。

⑴アセスメントとは

　「アセスメント」とは、あらかじめ決められた何らかの尺度を持って対象の位置を確認することであ

る。「評価」は、アセスメントで得られた情報を総合して判断することになる。実際には子どもについ

ての情報を様々な角度から収集し、それらを整理分析して、子どもの実態や全体像を理解していくプロ

セスのことになる。心理検査等は得た情報を分析することで、教育的対応を検討することができる点で

利用価値がある。

　学校園でのアセスメントの難しさは、特性より行動に目が奪われることか多くみられる。特に暴言を

吐いたり、乱暴をしたりという行動の特徴が注目されやすくなり、その背景因子まで考えることはでき

ていないのが現状である。思春期は状態が変化、顕在化する時期で、発達障害なのか、環境因子なのか

判断しにくいこともある。また標準化された検査等を学校園で行うことには制約があり、学校園で判断

し、指導することには繋がっていかない。短時間で、限定された場所だけで行う検査だけでは、正常発

達範囲の判断の難しさや環境要因の影響等はわかりかねる。また、教師の力量不足もあり、専門機関で

の検査結果の読み取りができないまま、どこかに放置されている現状もある。ここではインフォーマル

なアセスメントを活用し、子どものデータ収集にあたり、実態把握の手段を増やしていきたいと考え

る。

　①インフォーマルアセスメントとは

　フォーマルなアセスメントに比べて、インフォーマルアセスメントは経験の積み重ねからプロトタ

イプを集積し、教員の直感、推測、共感力を武器に、経験例との重なりで判断するものある。学校園

では取り組みやすいし、現状でもこの手法が使われている。しかし、教師の独断になりがちで、よほ

どの専門性がない限りは正確な情報の収集や実態把握は難しいと考えられる。筆者には巡回相談で，

１クラス１０～１５分の観察で、子どもたち全員の認知特性や心的な背景の評価が求められてきた。

普段見落としがちな子どもの特性を共有することで新たな発見につながると考える。

BD:ボディイメージの未発達、不:不器用、眼球:眼球運動の問題、母子不安:母子分離、母親のストレス他、対人:対人関係の問題、

言語量:言葉の少なさ、AD:衝動性・不注意・多動等、ID・遅:発達の遅れ、聴スキル:聞き落し等、SE:自尊感情の低下・自信のな

さ他、ASD:自閉症スペクトラム、環境:育ちの環境の悪さ、WM・左右:ワーキングメモリ、左右の分離等
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　②観察した4園の結果と傾向

　③ グッドイナフ人物画知能検査と眼球運動

今後の展望
　昨年度までの研究では、コロナの関係でアセスメント日程が取れになかったこともあり、運動プログ

ラムとボディイメージの発達、眼球運動の改善に効果が見られることはわかった。しかし、運動能力、

認知能力の向上、不登園児の減少、欠席日数の減少、ケガの減少、集中力の持続他への効果も継続して

分析する必要がある。「身体的不器用さ」とからだづくり運動の効果を考えるにはデータ数が不十分で

あった。保育士や教師の勘や経験をエビデンスに基づいた客観的なものにするには、インフォーマルア

セスメントの手段獲得や今後も継続的な研究を必要とする。今後本研究は、神経学的微細運動（SNS）

のデータ結果から、子どものからだづくりや身体体的不器用さについて、「グッドイナフ人物画知能

検査」「眼球運動検査」「SNS」他を指標にして、インフォーマルアセスメントとの関係や運動遊びや

ヨーガ指導他の前後でどのようなデータの変化があったのかを明らかにしていきたい。これらの結果か

らからだづくり運動を中心に据えた領域「健康」の保育課程の効果について、これまで指導者が経験や

勘に頼っていた「身体的不器用さ」の捉えをエビデンスに基づいた、より客観的なものとして捉えるこ

とが課題となる。

　5園が今後継続して取り組んでいくことと尼崎市全体への普及をしていかなければならない。

　幼少連携のからだづくりに向けて、小学校でも随時取り組んでいく必要がある。
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尼っこ健診・生活習慣病予防コホート研究

研究代表者
野口　　緑　（大阪大学大学院医学系研究科公衆衛生学　特任准教授）

研究協力者
磯　　博康（大阪大学大学院 医学系研究科 公衆衛生学 名誉教授）

絹田　皆子（岡山大学大学院 公衆衛生学 助教）

石原　　穂（大阪大学大学院 医学系研究科 公衆衛生学 助教）

坂庭　嶺人（大阪大学大学院 医学系研究科 公衆衛生学 特任助教）

岡田　知雄（神奈川工科大学 特任教授）

原　　光彦（東京家政学院大学 人間栄養学部 教授）

岩田富士彦（若草子どもクリニック院長）

阿部百合子（日本大学 医学部医学教育センター 准教授）

斉藤恵美子（東京家政学院大学 人間栄養学部 教授）

能登　信孝（臨床教授）

研究の概要
　これまでの研究結果から、学童期、思春期の体格に、出生時の体格が最も関連が強く、さらに、肥満

度を上昇させる要因として、就寝時間が22時以降であることや体育などの学校活動以外の身体活動時間

が1日120分未満であることが明らかとなった。また、母の非妊娠時の体格が正常からやせの場合、妊娠

中の体重増加が大きいほど、出生時体重が大きいが、非妊娠時に母が肥満であった場合、あるいは、妊

娠高血圧症が疑われる場合、それぞれ、それ以外のグループと比べて出生時体重が小さくなる傾向が見

られた。

　また、出生時から中学３年までの体重増加の特徴群ごとにグループにして、生活習慣などの要因との

関連をTrajectory Analysisを用いて解析した結果では、乳幼児期から思春期まで体重増加、学童期以

降体重増加を示したグループではいずれも、他のグループと比べて、就寝時間が40分以上遅い、身体活

動時間が短い、野菜の摂取量が少ないという、これまでの分析結果を支持する結果であったが、同時に

1人親世帯の割合が高いことも明らかになった。このことから、孤食や栄養バランスに欠ける食事など

子どもを取り巻く社会的背景が体格に影響している可能性ことが示唆された。

　こうしたことから、現在、乳幼児期の保育環境や生活習慣が学童期の体格にどのように影響している

かを明らかにするため、次のような研究を進めている。

【研究１】乳幼児期の母の育児負担感と学童期の体格に関する研究

　2021年度の小学５年の子どもの1歳半健診、３歳児健診時の体格、問診結果から、乳幼児期の保育

者の育児負担感と小学５年の体育との関係について分析した。また、近畿圏内都市部の他の自治体の

分析結果と比較した。

【研究２】乳幼児期の生活習慣と学童期の体格との関連に関する研究
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　研究１と同様に、2021年度の小学５年の子どもの1歳半健診、３歳児健診時の体格、問診結果を用

いて、乳幼児期の生活習慣（食べ方、生活リズム、おやつのリズムなど）、う蝕やプラークの有無な

どの歯科検診結果と学童期の体格との関連について分析した。

【研究３】小児期の肥満と成人期の生活習慣病との関連についての文献レビュー

　小児期の体格、中でも肥満が、そもそも成人期の循環器疾患のリスク因子に関連するのかどうか、

文献レビューを行い、予防の対象とする肥満の程度や望ましい予防介入時期について検討した。

期待される成果
　これらの研究を通じて、小児期の肥満が、成人期の循環器疾患リスク因子と関連していることが明ら

かになれば、小児期の肥満改善が将来の生活習慣病及び循環器疾患の予防に貢献する可能性がある。今

回改めて文献レビューを行うことで、小児期のどの時期の肥満対策を重点的に行う必要があるのかが明

らかになるとともに、乳幼児健診データを用いた乳幼児期の生活習慣と学童期の肥満や痩せとの関連に

関する研究結果で、学童期の体格に影響する、乳幼児健診での新たなスクリーニング基準と介入方法を

見出せる可能性がある。これらが明らかになることで、教育や家庭での具体的な肥満予防、推奨すべき

生活習慣の提示につながる。

　研究結果は乳幼児健診、あまっこ健診などを通じた市民へのフィードバックや、学校教育活動を通じ

た児童・生徒、保護者に提供できる。これらを通じて、小児期早期から生活習慣病予防の教育や啓発に

貢献し、子どもの時期から健康的な生活習慣が定着することが期待される。

研究の進捗状況
　学童期の検診結果があって、乳幼児健診で問診が入力されている対象者を特定し、紐づけること、及

び問診内容のデータクリーニングに時間を要した。

　現在、研究1～３の解析を進めているところである。

現時点における研究結果の概要
　分析結果として、以下の点が確認された。

・現在、データクリーニングが終了し、解析を進めているところであるため、解析結果については、

追って報告する。現在の分析においては、１歳半健診時の母の育児負担は、学童期の痩せにつな

がっている可能性があること、乳幼児期の生活リズム等の不規則が学童期の肥満につながっている

こと、などが示唆されている。

今後の展望
　今回分析した乳幼児期の生活習慣と体格との関係だけでなく、今後は尼っこ健診結果で得られるさま

ざまなマーカーとの関連についても明らかにしていく。また、これまで明らかにした体重増加のグルー

プごとのSocial Economic Statasも含めた他の背景要因の分析を進め、新たなスクリーニング基準や介

入内容を、既存の事業を通じて提供いただけるよう、将来の生活習慣病予備群対策として重点的なサ

ポートが必要な、乳幼児期、学童期の介入対象群を絞り込む基準の作成に取り組む。
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非認知的能力の育ちを捉え育む乳幼児教育・接続期教育の開発

研究代表者
北野　幸子（神戸大学大学院 人間発達環境学研究科 教授）

研究協力者
國土　将平（中京大学スポーツ科学部　教授）

辻　　弘美（大阪樟蔭女子大学 学芸学部 教授）
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佐野　　孝（神戸大学大学院　人間発達環境学研究科人間発達専攻博士課程　大学院生） 

研究の概要
　非認知的（社会情動的）能力は、認知的能力の育ちと連動するものであるが、乳幼児期は特に非認知

的能力の育ちを大切にしたい時期である。本研究では、小学校1年生を対象とした非認知的能力の育ち

を捉える方法を開発し、その実態を明らかにする。また、これらのデータに加えて、尼崎市の子どもの

就学前教育の状況（出身園、地域、就園状況（転園、出席状況））、地域の保幼こ小連携の状況、接続

期教育の開発状況、共同研修、公開保育・授業実施状況、尼崎市学力・生活実態調査の結果、全国学

力・学習状況調査の結果、あまっ子ステップ・アップ調査事業の結果、健診結果及び予防接種の接種状

況、妊婦届、妊娠届、生活保護データを用いて、尼崎市の子育てと乳幼児教育専門施設（保育所・園、

認定こども園、幼稚園等）の実態を明らかにする。さらに本研究では、尼崎市の就学前の子育てや乳幼

児教育専門施設の実態と、小学1年生の実態を踏まえて、本研究で得られたデータを行政に提供し、ブ

ラインドを維持しつつ、地域性、園や小学校の特性等についての分析を行う。

　2021年に文部科学省において設置された、幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会では、誕生から

18歳の学びの連続性を配慮しつつ、乳幼児期には非認知的能力を育む、乳幼児教育独自の教育を実施す

ることの重要性が確認されている。そしてそのカリキュラムを社会に開いていき、理解の浸透をはか

り、その質の維持・向上を図ることが大切にされている。さらには、それを踏まえた幼児期の教育と小

学校の、持続的で発展的な架け橋期のカリキュラム開発が推奨されている。

　尼崎市においても、1年生の児童の非認知的能力の育ちの調査や、接続期の教育の実態に関する調査

を行い、それらについて、全国の状況等の比較を行うことにより、さらには実践との連携協働を図るこ

とにより、効果的な就学前教育と接続期教育の尼崎市における浸透に資する研究を目指す。

期待される成果
　尼崎市の子育てや乳幼児教育専門施設の実態を分析し、非認知的能力の育ちの状況を把握し、支援の

必要性を明らかにし、行政および実践現場との情報の共有を行う。各地の接続期教育の実態を調査し、

比較検討することで、本市の特徴を明らかにするとともに、子どもの自尊心等を育む。研究の結果、効

果的な就学前教育についてのモデルが確立されれば、その浸透を図ることにより、質の高い就学前教育

を受けられる児童が増え、その後の育ちに繋げることができる。また、接続期教育の意義や重要性が確

認できれば、接続期教育に力をいれる園・小学校等が増え、小学校入学時の自尊心の低下を防ぎ、学習
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等においても好影響が期待される。

研究の進捗状況
　小学1年生対象の調査票の作成については、国内外の性格特性や、自我意識、自尊心、思いやりなど

非認知的能力に関わる調査研究を精査した。また、全国学力・学習状況調査、業者調査や、他の専門組

織の実施調査との整合性も図り、専門家の指導助言を得て、62問を策定し、さらには32問に絞り込ん

だ尼崎市独自の小学1年生対象調査票を作成した。加えて、他市の協力校で小学1年生のサンプル調査

も行った。作成した32問のうち、10問については、尼崎市の承諾を得て、全ての小学1年生を対象に、

2019年、2020年、2021年、2022年に調査を実施した。また残り22問については、賛同が得られた小学校

において実施し、各種データと照らし合わせて、その結果を分析した（2022年データについての分析は

まだである）。

　1年生対象調査の結果と、市から提供された経済状況、家庭形態、検診データ、予防接種の回数など

のデータを解析し、特徴ある園の抽出を行った。幼小接続に関する尼崎市の実態について調査し、ま

た、実際の研修の実施、関係部局からの情報収集により状況の把握に努めた。行政に対して、園・小学

校の特定を避けたうえで、実態についての情報提供を行い、地域や園・小学校の特性や、支援の必要性

についての提案を行う予定である。また、実践や研修開発を進めていく予定である。

現時点における研究結果の概要
　小学1年生を対象とした32問からなるアンケートを作成した。うち10問については、尼崎市の承諾を

得て、全ての小学1年生を対象の調査を、実施した。賛同する小学校においては、残りの22問のアン

ケートについても調査を実施した。

　アンケート調査結果から、学校別、園別、地域別の状況について、特徴が明らかになった。また、

2019年データと2020年、2021年の誤回答率（回答漏れ、多重回答の率）に大きな差があり、コロナ禍に

よる影響が予測される結果となった。

　他の大規模調査と比較して、尼崎市の1年生の肯定回答が高かった質問項目は、自己抑制に関する

「あなたは、むちゅうになっていても、じかんになれば、つぎのことにうつることができますか」

（25.8ポイント高）、粘り強さや頑張る力に関する「あなたは、一どはじめたことは、さいごまで、

がんばってやりとげることができますか」（16.1ポイント高）と「あなたは、じぶんでしたいことがう

まくいかないときでも、くふうしてやりとげようとしますか」(14.3ポイント高)であった。一方、肯定

回答が低かった質問項目は、好奇心や開放性に関する「あなたは、みんながおもいつかないようなこ

とを、おもいついたり、かんがえたりしますか」（27.6ポイント低）、規範意識に関する「あなたは、

じゅんばんをまつなど、ルールをまもってあそぶことができますか」（21.8ポイント低）、協調性に関

する「あなたは、だれとでもなかよくできますか」（11.6ポイント低）、「あなたは、ともだちときょ

うりょくをすることができますか」（8.3ポイント低）等であった。

　データの一致状況等から鑑みて、2015年以降の5歳児データを対象として、つまり、2015年の5歳児未

満について、5歳児時点でのデータを分析した。経済状況、家庭形態、健診データ、予防接種の回数な

どを検討した結果、経済的背景や、保護者の子育てへの関心やかかわり方が大切であることが示唆され

た。また、経済状況因子と子ども関心因子のスコアが著しく乖離している園があることも分かった。誤
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回答の多かった園・学校、平均2SDを上回る園・学校等と下回る園・学校については、実践において、

独特な状況があるのではないかと、予測された。よって、その情報について、ブラインドを維持しつ

つ、行政を対象にフィードバックを行った。その結果、園の形態における独特な特徴があることや、小

学校の学級数や1クラスあたりの児童数に特徴があること、家庭教育環境に特徴があることが予測され

ることなどの情報が得られた。今後、継続し、かつ、さらなる実態のデータ提供を試みる。

　幼児教育と小学校教育の接続や連携に関しては、尼崎市の意識の高さがうかがえる。令和3年8月の研

修会では、参加者が幼稚園・保育所・こども園：30人、小学校：15人、中学校：2人であった。他地域

における連携研修よりも小学校・中学校関係者の参加率が大変高い結果が得られた。さらに、行政の協

力を得て、接続や連携の重要性に関する啓発が進められた。その結果、令和4年1月に実施された幼保小

全体研修会においても、参加者は、幼稚園・保育所・こども園：99人、小学校：43人であり、全体的な

参加者数が大幅に増え、かつ、小学校関係者の参加率が大変高い結果となった。また、同研修会でのグ

ループ協議では、コロナ禍を超えて、あらたな連携への計画や、接続期カリキュラムの開発案等が出さ

れるなど、積極的で建設的な意見交換がなされた。

今後の展望
　継続して、小学1年生対象の調査を実施し、分析したいと考えている。本研究により、社会経済的状

況や保護者の子ども・子育てへの関心状況から、支援を必要としていると予測される園が明らかになっ

た。希望される園について、行政との協力のもと、特徴等についてさらに分析したいと考えている。ま

た、研修開発、他地域データとの比較、1年生調査の変化の確認等を、継続的に実施していきたいと考

えている。

　こども家庭庁の設置等が確定した現在、保護者支援の観点からだけでなく、むしろ子どもの教育権利

保障の観点から、すべての子どもへの質の高い乳幼児教育の保障を考える必要性へ認識が広がりつつあ

る。これからも、在宅児支援も含めた家庭における、愛着形成や人間関係の希薄化に繋がらないような

啓発が必要であると考える。また園による家庭支援や、園で提供される質の高い乳幼児教育の保障が必

要であると考える。さらには、各種国際調査では、保育者の研修の有無が子どもの育ちに影響を与える

ことが明らかになっている。尼崎市においても、アンケート調査や比較調査の結果を活かして、研修開

発等により、教育の質の維持・向上を図ることが望まれると考える。
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周産期から幼児期までの状況が発達や学力の向上に与える影響

研究代表者
永瀬　裕朗 （神戸大学大学院 医学研究科 特命教授）

研究協力者
西山　将広（神戸大学大学院 医学研究科客員准教授）

冨岡　和美 （神戸大学大学院 医学研究科 助教）

山口　　宏（神戸大学大学院 医学研究科 特命助教）

京野　由紀（神戸大学大学院 医学研究科 特命助教）

老川　静香（神戸大学大学院大学院生）

川村　　葵（神戸大学大学院大学院生）

大東　寧代（尼崎市こども青少年局 発達相談支援課 参事）

研究の概要
　発達障害の予測因子として周産期から幼児期までの様々な状況（早産、低出生体重、母体喫煙、発達

のマイルストーン不通過）が報告されており、児童の発達や学力の向上を目指す上でも周産期から幼児

期までの状況を分析することが必要である。本研究では、周産期から幼児期までの状況と就学後の発達

や学力を縦断的に追跡することで、児童の発達、学力に与える状況が何かを明らかにする。さらに、乳

幼児期のどのような環境（家族構成、生活習慣、保育環境など）が発達や学力の向上に寄与しうるかを

分析する。

期待される成果
　本研究では、周産期から幼児期までの状況と児童の発達や学力を縦断的に分析することで、周産期因

子、生後の環境因子がどのように学力を始め、その後の発達や困難の克服、自己肯定感の向上等に影響

するかが明らかとなる。周産期因子において発達の課題や学力が低い可能性が予測された場合には、生

後の環境因子を整えることで、生活や就学時における困難の克服や、最終的な学力向上を達成できる可

能性がある。さらに、個別のニーズに応じて、最適な乳幼児期の生活習慣を知るとともに、画一的では

ない最適な教育環境の提供に貢献することが期待され、児童が学校・家庭での日々の生活を快適に送る

ことに寄与する。

研究の進捗状況
　妊娠届、出生時情報、乳幼児健診情報、就学時の学力、就学時のアンケートを統合して、周産期から

乳幼児期までの状況とその後の発達や学力との関係を縦断的に結びつけて解析した。

　出生時や乳幼児期の状況（性別、在胎週数、出生月、出生児の母年齢、家庭の経済状況、乳幼児健診

の通過状況や問診所見）と発達・学力・非認知能力との関係を分析した。さらに、乳幼児期のどのよう

な生活習慣が学力・非認知能力の向上に寄与しうるかを分析した。
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現時点における研究結果の概要
⑴　出生時や乳幼児期の状況と発達および学力との関係

　3歳児健診で身体所見のチェックが入る割合は性差が小さかったのに対して（男児：9.4%、女児：

9.0%）、精神発達のチェックが入る割合は男児で高かった（男児：7.3%、女児：2.4%）。出生体重や

在胎週数による影響は小さかったが、出生体重が1500g未満の児と、在胎33週未満の早産児では、3

歳時点でチェックが入る割合が高かった。

　男児、低出生体重、早産は、それぞれ学力とも負の相関を認めた。性別の影響は国語で大きく、出

生体重と早産の影響は算数で大きかった。乳幼児健診での精神発達通過状況も就学時の学力と関連し

た。3歳時点で「自分の名前が言えない」「物の大小がわからない」等に該当すると学力が低下した

が、「ひとり遊びにふけっている」「ひとりでおしっこができない」等は学力との関連がなかった。

⑵　出生時や乳幼児期の状況と非認知能力との関係

　学童のアンケートによる自己評価に基づいて非認知能力の判定を行った。女児に比べて男児では自

己肯定感、勤勉性、利他性のいずれも低評価であった。在胎37週以上の正期産児と比べて在胎33週未

満の早産児では自己肯定感が低いものの、勤勉性が高い傾向を認めた。さらに、正期産児に比べて在

胎33週から36週の後期早産児では利他性が高かった。

⑶　どのような生活習慣が発達や学力の向上に寄与しうるか

　3歳時点での生活習慣で「食事量が少ない」ことは就学時の学力と関連しなかったが、「就寝時刻

が遅い」「テレビの視聴時間が長い」場合には学力が低い傾向を認めた。親の関わり方や気持ちで

「こどもをよく叱る」ことは学力と関連しなかったが、「こどもにイライラする」場合には学力が低

い傾向を認めた。特に「就寝時刻が遅い」場合、出生時状況（性別、在胎週数、出生月、経済状況な

ど）や3歳児健診での精神面の通過状況と独立して学力低下との相関を認めた。

　3歳時点での睡眠習慣は非認知能力と関連した。自己肯定感には有意差はなかったが、就寝時刻が

18-20時台である場合と比べて21時以降の場合では勤勉性および利他性が低かった。一方、3歳時点で

のテレビ視聴習慣は自己肯定感、勤勉性、利他性のいずれとも関連しなかった。

　出生体重1500g未満の児および在胎33週未満の早産児では、発達や学力低下との関連を認め、これ

らの児に対しては特別な配慮や支援の必要性が高いことが示唆された。一方で、早産児に勤勉性や利

他性が高い傾向がみられることは、乳幼児期の配慮や支援が効果的に行われている結果かもしれな

い。さらに、乳幼児期に「就寝時刻を早める」「こどもにイライラしない」ことが達成できれば、発

達や学力の向上に寄与することが示唆された。特に、乳幼児期に睡眠習慣を整えることにより、学童

期の学力に加えて非認知能力も向上することが期待される。

今後の展望
　今回までに検討できていない周産期因子や幼児期までの状況と、発達・学力・非認知能力との関係を

分析する。乳幼児期の環境を整えることにより、発達や学力に加えて困難の克服や自己肯定感の向上等

に寄与するかを細かく分析していく。さらに、出生時や乳幼児期の状況と身体発育との関連も明らかに

するとともに、周産期から幼児期早期までの状況にて層別化された対象において、その後のどのような

環境（家族構成、生活習慣、保育環境など）が発達や学力の向上に寄与しうるかを分析する。
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尼崎市における「無園児」の状況調査及び就学後の影響に関する調査研究

研究代表者
山口慎太郎（東京大学大学院 経済学研究科 教授）

研究協力者
安藤　道人（立教大学 経済学部 准教授）

福田　健太（東京大学大学院 経済学研究科 修士課程）

牧野　佑哉（東京大学 経済学部）

村岡　将法（東京大学 経済学部）

中里　朋楓（東京大学 教養学部）

研究の概要
　3歳から5歳の児童のうち約3%が、保育所・幼稚園等（以下、保育所等）の施設に通っていないいわ

ゆる「無園児」である。（内閣府「令和元年版少子化社会対策白書」による）

　低所得層では、そもそも保育所等の利用料は無料、もしくは非常に低廉であり、にもかかわらず利用

がないのは、保護者の状況等、経済面以外の理由の存在が想定される。

　そうした「実際には最も支援が必要と思われる層」の児童が、無園児となっている可能性があり、こ

うした状況を解消することで、子どもの将来の厚生を改善でき、将来の社会福祉への依存を減らすこと

につなげる。

期待される成果
　ヘックマンによる研究等により、就学前教育の質が、その後、将来にわたって重大な影響を与えるこ

とが明らかになっている。家庭における何らかの理由で就学前教育を受けられない児童がいるのであれ

ば、市の支援等によってその障壁を排除することで、就学前教育の利用につなげていく。

　介入によって就学前教育を受けることができれば、児童が将来に渡って幸福な人生を送ることにつな

がるとともに、将来の社会福祉への依存を減らすことが期待でき、社会の損失や福祉サービス利用によ

る公的負担の減少が見込まれる。

研究の進捗状況
　就学まで一貫して無園児であり続けた子どもについての分析を行った。年齢別の保育所・幼稚園の利

用率を算出しようとしたが、データに不足があり完了できなかった。

現時点における研究結果の概要
　尼崎市に住む2009年4月から2014年3月までに生まれた子どもたちのうち、必要な情報を取得できた

14,079人を分析対象とした。2009年4月から2013年3月生まれの子どもたちについて、就学まで一貫して

無園児である割合はおよそ1%であった。しかし、2013年4月から2014年3月の間に生まれた子どもたち
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についての無園児率は0.4%と低く、その差は統計的にも有意である。これらの子どもたちは、2019年10

月から実施された幼児教育無償化の対象に半年間なっていた。

　無園児であるかどうかと結びつきの強い家庭環境としては、生活保護利用（＋0.9ポイント標準誤差

0.3）、子どもが４人以上いること（＋0.7ポイント、標準誤差0.3）、親が未婚かつ成人の同居者がいる

こと（＋1.3ポイント、標準誤差0.5）が挙げられる。また、子どもが1－3月生まれである場合、4－6月

生まれの子どもと比べて無園児率が0.5ポイント（標準誤差0.2）高い。一方、出生体重、妊娠週数、子

どもの性別は、無園児率との間に統計的に有意な相関が認められなかった。そして、3歳児検診で所見

あり、あるいは未受診の場合には、受診して所見がない場合と比べてそれぞれ0.6ポイント（標準誤差

0.2）と1ポイント（標準誤差0.3）、無園児率が高い。なお、3ヶ月検診の未受診も、受診して所見がな

い場合と比べて0.9ポイント（標準誤差0.3）高い。

　無園児であったことと、その後の学力との関係についても検証した。分析では、国語と算数の得点を

合算したものを学力指標とした。また、無園児の数が少ないため、異なる学年の子どもをプールして分

析を行った。その際、異なる学年間での比較を可能にするため、学年ごとに正規化した学力指標を利用

した。分析結果によると、無園児であったかどうかとその後の学力の間に統計的に有意な相関は認めら

れなかった。両者の間にそもそも関係が存在しない可能性もあるが、無園児の数が少なかったこと、学

力テストで測れる能力に一定のノイズが生じていることのために、統計的に精密な分析が行えなかった

可能性が高い。

今後の展望
　３，４歳時点での無園児になりやすい要因や、無園児であったこととその後の発達との関係を検証す

る。また、幼児教育無償化と同時期に無園児率が大きく下がったが、この傾向は今後も続くのか注視す

る。また、データを再度取得し年齢別の保育所・幼稚園利用状況を把握する。
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就学前教育の質が就学後の学力や健康に与える影響

研究代表者
藤澤　啓子（慶応義塾大学 文学部 教授）

研究協力者
中室　牧子（慶応義塾大学 総合政策学部 教授）

深井　太洋（筑波大学人文社会系　助教）
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研究の概要
⑴就学前に経験した家庭の経済的困難や健康・発達上のリスクが就学後の学力に与える影響

　就学後の児童の学力に影響を及ぼす要因として、広く家庭の経済的要因と健康・発育上の要因（低

出生体重など）が指摘されてきた。尼崎市の行政記録情報を利用し、児童が就学前に経験した家庭の

経済的困難と、健康・発達上のリスク要因が就学後の学力に影響するプロセスについて明らかにする

ことを試みる。

⑵妊婦健診・妊娠届を用いた分析

　妊娠期間の長さや出生体重などの妊娠・出産に関する指標には、子どもの出生月あるいは妊娠月に

よって差があることが知られている(このような現象は妊娠・出産の季節性と呼ばれる)。季節性が生

じる要因として、社会経済的地位が低い母親が不利な月に出産をしている、あるいは出産直前にイン

フルエンザの流行のピークが重なるなどの説明がなされるが、明確な原因は明らかにされていない。

本研究では、妊娠・出産の季節性と妊娠時の母親の健康状態との関係性を、尼崎市の妊婦健診・妊娠

届データを用いて検証する。　

期待される成果
⑴就学前に経験した家庭の経済的困難や健康・発達上のリスクが就学後の学力に与える影響

　家庭の経済的困難への曝露のタイミングやその長さ、子ども自身の健康・発達上のリスクの内容や

大きさが就学後の学力にどのように・どの程度影響するのか、また困難が重複した際の影響について

明らかにすることは、困難が重層化している、あるいは困難が発生する可能性のある子どもを早期に

行政が把握し、予防的な介入を可能にする体制の構築に向けたエビデンスとなる。
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⑵妊婦健診・妊娠届を用いた分析

　尼崎市の妊婦健診・妊娠届データには、体重、血圧、尿蛋白、尿糖、尿潜血などの母親の妊娠時の

健康に関する詳細な情報が含まれている。海外のものも含め、妊娠時の母親の健康状態と季節性との

関連を検証した先行研究はほとんどなく、本研究の学術的な貢献度は大きい。さらに、本研究により

母親の妊娠時の健康状態と季節性との関係性が明らかになれば、妊娠時期に応じた妊婦への適切なケ

アが明らかとなり、安心して子どもを出産するための支援体制を作ることにつながる。

研究の進捗状況
　20年分の児童の福祉・健康・教育に関する行政記録情報から、生活保護や就学援助受給状況、3歳児

健康診断時における健康状況、就学後の学力調査（「あまっ子ステップ・アップ調査」）について実態

把握を行った。また就学前の状況と就学後の学力の関連について分析した。分析結果の一部について、

日本発達心理学会発達心理学研究に招待論文として掲載予定である（2022年12月発行予定）。

　妊婦健診・妊娠届データを用いた分析については本年度開始し、現在、必要なデータの整理ならびに

データの統計的な特徴の把握などの基礎的な分析を行っている。

現時点における研究結果の概要
　利用可能な情報を整理し、①2008年度～2013年度生まれであった、②2018年度～2020年度の間に尼崎

市に住民登録があった、③2018年度～2020年度の「あまっ子ステップ・アップ調査」の対象であった、

④出生時点で尼崎市に住民登録があった児童について分析対象とした。

　分析対象となった児童の出生から就学前後にかけての生活保護受給の有無及び就学後の就学援助受給

の有無を見てみると、2.58%の児童は就学前から就学後にかけて長期にわたり家庭に経済的困難があっ

たことが分かった。また、就学前には生活保護受給が無かったが、就学後に生活保護受給又は就学援助

受給に至った児童は14.26%いることが分かった。生活保護受給又は就学援助受給水準の経済的困難が

あった時期となかった時期が交互に発生することは相対的には少なく、一旦経済的困難が発生するとそ

の後回復することが難しい状況も見えた。

　3歳児健康診断に関する情報から、3歳児健康診断時の小児科医所見のうち「身体面」に所見があった

児童は7.17%、「精神面」に所見があった児童は2.75%であった。両者には関連があり、保護者が記入す

る発育状況評価とも統計的に有意な関連があった。注目すべきは、3歳児健診記録が存在しなかった児

童が7.52%いたという点である。健診を受診しなかった理由については不明であるものの、法定の健診

が未受診であったこと自体もリスク変数とみなして分析を進めた。

　児童が就学前に経験した家庭の経済リスク、子ども自身の健康・発達上のリスク（3歳児健康診断の

受診の有無や健診時点における発育状況）が就学後の学力に及ぼす影響について検証を行った結果、全

てのリスク要因が就学後の学力に対してネガティブな関連があることが示された。もっとも関連が大き

かったのは家庭の経済リスクであり、経済的困難に曝露された期間が長いほどその影響は大きいことも

分かった。分析対象となった児童のうち、経済リスクのみがあった児童は1.96%、健康・発達上のリス

クのみがあった児童は13.60%、両方のリスクがあった児童が0.44%いることが分かった。また、経済リ

スクと3歳児健康診断未受診リスクの両方があった児童は0.78%であった。これらのリスク要因が重複
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することで、学力スコアがより低くなる傾向も見られた。また、3歳児健康診断時点で見られた健康・

発達上のリスクよりも、3歳児健康診断自体が未受診であったというリスク要因の方が、学力スコアと

のネガティブな関連が強かった点は注目すべきである。3歳児健診が未受診であった児童のうち10.32%

は、就学前に生活保護受給経験があった児童でもあり、健診が未受診となる背景に家庭の何らかの困難

がある場合のあることが示唆された。

　妊婦健診・妊娠届データを用いた分析については、上述の通り分析に必要なデータ整理並びに基礎的

な統計分析を行っている。具体的には、利用可能な妊婦健診データの確認、データの欠損状況の把握で

ある。妊婦健診の利用可能なデータ数は2006年以降増加しており、特に2015年以降は毎年5000人弱の母

親、9000件程度の検査データが利用可能である。欠損の状況については、最大のもので統一コードに

3%ほどの欠損が認められるが、基本的に各変数の欠損数は1%未満であり分析に支障は生じないものと

考えられる。

今後の展望
　ここまでの分析で、家庭の経済的困難と3歳児健診が未受診となることが就学後の学力に関連する要

因として大きいことが分かったが、妊娠届の届出の遅さや未届出での出産、妊婦健診結果やそもそも妊

婦健診が未受診であるとか受診回数の極端な少ないといった、支援が必要な可能性のある子どもや家庭

であることのシグナルを行政が把握できる機会は、子どもの出生前からあると考えられる。出生後につ

いても3歳児健診を待たず様々な時点の健診や予防接種状況などからも発育上のリスクを把握できるよ

り早い機会はあるだろう。このようなより早期のリスク要因の同定と行政による支援可能性の開拓に向

けた分析を進める。



研究所報告会記録
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　尼崎市長の稲村です。この学びと育ち研究所も５年目を迎えることとなりました。研究員の先生
方、また、関係者の皆様には本当にお世話になっております。心より感謝申し上げます。
　さて、今日の発表も非常に興味深いテーマが並んでいます。この研究所では基礎的な学力はもち
ろんのこと、子どもたちにこれからの時代に求められる非認知能力、例えば、コミュニケーション
力、忍耐力、協調性、チャレンジ精神等をしっかりと身につけていってもらいたいということから、
非認知能力を伸ばしていくには、どのような取り組みが必要なのかということを重視しながら取り
組みを進めています。
　また、様々な家庭環境の子どもがいる中で、全ての子どもたちにしっかりと経験や学びを提供し
ていけるような尼崎市の教育を目指して行きたいと頑張っているところです。
　本日の研究会の成果を、実践につなげていきたいと思っておりますので、皆様、最後までどうぞ
よろしくお願い致します。
　今後とも多くの皆様のご理解、ご協力とお力添えをよろしくお願い致します。

開会挨拶

尼崎市長　稲村　和美
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大竹所長
　私が報告させていただきますのは、「教育
環境が学力に与える影響」ということで研究
を行っている内容について報告させていただ
きます。まず、今日報告させていただきます
内容は２つのことに分かれております。
　ひとつは、２０２０年３月から５月末まで、
全国的に新型コロナで臨時休校が行われたの
ですが、その影響が学力、非認知能力、そし
て肥満といった健康にどんな影響を与えたの
かという分析を行っております。
　その概要について速報版ですが、報告させ
ていただきたいと思います。主な内容は、１
つ目は、学力は平均としては、コロナの臨時
休校を経験した学年というのは、成績が平均
としては低下して、その後、少し戻りつつあ
るのですが、まだ完全には戻ってないという
状況です。それから、もうひとつ臨時休校で
健康状態の中では肥満が増加しました。しか
し、その後、１年たった後、元の状態に戻っ
ているということで、肥満は一時的だったと
いうことがわかりました。
　生活状況についても、様々な調査をしてい
るのですが、勉強時間は増えていました。実
は調査の時点が、１２月から１月で、そのこ
ろ臨時休校があった後、学校の勉強が増えた
ということもあって、勉強時間が増えていま
した。ただし、ゲーム時間がそれ以上に増
加していたということも分かりました。一

方、男女別で少し違いが出てきているところ
もあり、女子では外で遊ぶ時間が、特に臨時
休校があった後の１年間の状況では見られま
した。それからクラスの雰囲気についてもさ
まざまな質問をしていますが、全体的におと
なしく受け身になったような結果が出ていま
す。詳しくはこれから紹介していきます。
　そして、先ほど市長の方から非認知能力の
影響というところも重要だということで、調
べてみましたが、あまり大きな影響はないの
ですが、女子では少し外向性が下がっていま
す。一方で、協調性が高まったというところ
がありますが、それ以外大きな影響は、なさ
そうだというのが、今までのところの結果に
なります。それから、もう一つ行っています
のが、この臨時休校が行なわれた年に、塾に
行っているかどうかについて、あるいは休校
中の生活態度についてのさまざまな調査をし
ました。全ての尼崎市の子どもたちについて
行ったわけではないですが、かなり多くの学
校を通じて調査を行って、その影響について
分析をしました。単に塾に行っているかどう
かという訳じゃなくて、同じような学力、あ
るいは家庭環境だった子ども達について塾に
行くことによる効果を分析する手法を使って
いますが、やはり、特に高学年について学力
や非認知能力が高まる影響があります。ただ、
どうもルートとしては、勉強時間が増えると
いうことが多いのではないかということが、

研究報告（1）
「教育環境が学力に与える影響」

所長 大竹　文雄（大阪大学感染症総合教育研究拠点　特任教授）
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暫定的な結果として分かっております。具体
的な分析結果について、これからお話しして
いこうと思います。まず、「２０２０年の臨
時休校が学力・非認知能力・肥満に与えた影
響について」ということですが、どんな手法
を使ったかというと、その臨時休校があった
学年は、全員が臨時休校を経験していますの
で、臨時休校を経験してない人と経験した人
を比較するということはできないです。ただ、
ここでやっておりますのは、臨時休校を経験
した世代と、それを経験してない世代の学力
や非認知能力、肥満度について１年間の変化
を個人個人で比較していて、その平均を取っ
て平均の差の影響を見るという、差の差の分
析と言われている手法を使っています。デー
タは尼崎市が毎年１２月から１月にかけて
行っています「あまっ子ステップ・アップ調
査」という学力、そして非認知能力に関する
様々な調査を行っていて、この調査は、同じ
子どもを追っていくことができるような形に
設計されています。それで、どういう風にし
たかというと、例えば、２０１８年度に４年
生だった子どもたちを考えてみると、この子
どもたちは２０１８年の１２月にステップ・
アップ調査ということで、学力、そして非認
知能力についての調査を受けて実力が分か
る。そして次の年に、この人たちは、５年生
の１２月に再度調査を受けるという形になっ
ていて、このステップ・アップ調査の学力テ
ストはＩＲＴという手法で評価ができる形に
設計されていて、違う世代についても、点数
を直接比較できるような形に修正されるタイ
プのものです。それを使うと、この４年生の
ある子どもが、５年生になると、どのくらい
の実力になるか、上がるかということがわか
ります。そして、コロナの臨時休校の影響を
受けた世代というのは、２０１９年の４年生
だと、コロナ休校を受ける前に、まずテスト
を受けて、そして２０２０年３月末から５月

末まで一斉休校というのを経験して、そし
て、その後、２０２０年１２月にまた５年生
の時に調査を受けてということです。ですか
ら、この両者の変化を比較すれば、２０１９
年の４年生は、２０１８年の４年生に比べる
と、この一斉休校だけが違うっていう状況を
取り出すことができる。それによって、学力
や非認知能力がその前の世代と、どう変わっ
てくるかということが分析できます。実は同
じことは２０２０年の４年生についても分析
ができて、この２０２０年の４年生というの
は、その前の年には一斉休校の影響を受け
ていますが、２０２０年の４年生の場合は、
２０２１年の１２月のステップ・アップ調査
の５年生の時には、この間には一斉休校がな
いという形になりますから、この世代とこの
世代を比較することでも、一斉休校の影響と
いうのを分析できるという形になる。こうい
う手法を使っています。さまざまな子どもた
ちの家庭環境などの部分の影響というのは、
コントロールをして、この影響一斉休校だけ
の影響をできるだけ取り出すような手法を
使っています。
　その結果、大体どんなことが分かったか先
ほど申し上げたことと少し関わりますが、も
う少し詳しく結果について報告したいと思い
ます。学力では、まず、国語と算数で少し結
果が違うのですが、国語については、低学年
と小学校６年生でマイナスの影響があった。
そしてこの先程の２つのコホートの比較を世
代に比較をすることで、ある学年が２年たっ
た後、１年半後についてもどんな影響が残っ
ているかという推測をすることができます。
１年半後でも、かなり多くの学年でマイナス
が残っているというのが分かりました。もう
少し詳しく見ると、休校時の１年から３年生
では、３から６点のマイナスになっていると、
それで小学校６年生では３点ということで、
ある程度の統計的には差がある数字として差
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がマイナスになっている。そして１年半後を
比較しても、やはりまだ幾つかの学年では、
マイナスのままの部分があります。戻ってい
る学年もあります。それから、算数について
は、やはり低学年と小学校６年生でマイナス
になっていて、１年半後も今度は、ほぼ全て
の学年でマイナスが残っている。算数の方が
どうも影響が大きかったかもしれません。こ
こにもう少し詳しく書いていますが、１、３、
４の学年では、７点のマイナスです。小６で
も４点のマイナスで、１年半後でもほぼ全て
の学年でマイナスになっています。
　まとめてみると、学力の低下というのは、
低学年の方が少し大きい。特に算数や数学と
いうのは、１年半後の時点でも、かなり多く
の学年では回復していない。男女別にも分析
をしましたが、男女別による差は殆どないと
いうことが分かっている。もうひとつ肥満に
ついても分析をしたのですが、女子と男子で
少し違う傾向が違いました。女子は休校時に
１から３年生、低学年の時に肥満が増加した。
男子は、全ての学年で休校直後に肥満が増加
しました。ただ、休校から１年経過後には、
肥満の児童の割合というのは休校前の水準に
戻っている。短期的に起こったこととして、
中１の学年で男女共に痩せた人も増えたとい
うことが少し分かっています。その概要、推
計結果について、少し図を用いて紹介します。
まず、男女計ですが、今申し上げた通り、こ
の列が、１年休校ショックがあった年、そし
て、この列が休校明けの学年と休校のショッ
クがあった学年とその次の学年についての比
較です。これはこの両者を足し合わせて、１
年生から２年生、２年生から３年生の影響を
足し合わせたのを、１年生から３年生に見な
して分析をしています。国語の結果を見ると、
この青い字で書いてあるのがマイナスの影響
があったグループです。赤い字グループがプ
ラスです。学年によっては特に低学年ではマ

イナスのショック、それから６年生から中学
１年生にかけてのマイナスがあります。次の
年についてもまだマイナスのグループが高学
年から中学生にかけてあり、その結果、元に
戻った学年というのも少しはありますが、ま
だ、国語全体としてもマイナスの影響が残っ
ていることがわかります。
　それから、算数です。算数も似たような結
果で、２年生から３年生のところは少し違い
ますが、かなりマイナスになった。特に休校
の年については１２月時点の成績は、その前
の年と比べると下がっている。その次の学年
と比べてみた場合、一部マイナスもあります
が、少し回復しているところもあります。そ
れでも、その回復の程度というのは、やはり
少なめです。かなり多くの学年でマイナスの
影響が残っていることが分かります。
　今度、肥満についての分析です。これは軽
度肥満、重度肥満、高度肥満、肥満度２０と
いう学校教育で使われる肥満の判定指標とい
うのを使って分析をしていますが、肥満度
２０以上というのを肥満の定義として使って
います。そうすると、その前の休校前の学年
に比べて、１年生から２年生にかけて、肥満
の人たちが増えるということが休校の学年
は、全ての学年で観察されています。しかし、
その次の年には、マイナスの影響があり、こ
の２年間の影響を総合する、ほぼ肥満の影響
というのは消えたということが分かります。
これを男女別で幾つか見ようと思います。女
性でも、全体には同じで国語の成績が低学年
で下がった。次の年には高学年で下がってい
るので、かなり１年半たつと戻ってはいるの
ですが、一部の学年で戻ってない。算数につ
いては、やはりマイナスが大きくて１年後の
回復はあるのですが、総合して戻っていない
ところが女子学生でも多い。肥満についても
低学年で見られたのですが、かなり戻ったと
いうことで、女子の肥満というのは、そんな
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には増えてないというのがわかります。
　今度、男性ですが、似たような結果です。
国語では成績が下がっている。算数も２年
経っても下がったということが、それから、
肥満については、１年目は増えたけれども、
２年目について下がって、そして、長期的に
は影響がないということです。非認知能力に
ついての分析ですが、学習習慣では男女とも
に勉強時間は増加したのですが、ゲームの時
間がそれ以上に増加した。女性については、
少し遊ぶ時間やテレビ視聴時間が減少して、
男の子は読書の冊数が低下した。非認知能力
については、あまり大きな影響はありません
でした。クラスの雰囲気については、少しお
となしく受け身になっていくという影響があ
る。
　それから、ビッグファイブっていう性格特
性ですが、これもほとんど影響がなかったで
すが、女子のみ外向性が少し下がって協調性
が高く出たという結果があります。詳しくは
紹介しませんが、男女計の結果で見ると、例
えば、一時的に外で遊ぶのは減った。しかし、
かなり現在では回復している。学校が楽しい
と思う子ども達が変化したかというと、そう
ではなかった。あるいは、読書冊数について
もあまり大きな影響はない。テレビ視聴時間
は意外に減って、元に戻っている。勉強時間
については、意外なことなのかもしれません
が、恐らく、臨時休校があった年というのは
休校明けの後、授業時間がかなり増えました
ので、その影響で増えていると思います。た
だ、その影響もしばらくすると、なくなって
いる。ゲーム時間についても臨時休校の年は
高くなっていましたが、その影響も消えてい
るということで、かなりの部分は、生活態度
等については、一時的な影響はあったかもし
れないですが、２年たって残っているという
ことはどうもなさそうだというのが、今のと
ころ分かっていることで、例えば他の子ども

の話を聞くというところが一時的に増えてい
るのですが、それも消えているということで
す。助け合う心が減ったかというとそうでも
ないです。仲直りができるようになったとい
うのも一時的に見られた。一時事的には非常
にいい影響がありましたが、かなり元に戻っ
ているというのが全体の印象です。これが外
向性や協調性、勤勉性、神経症的傾向とか開
放性ということについての結果ですが、非認
知能力についてはあまり大きな影響はありま
せんでした。
　通塾が児童生徒の学力や非認知能力に与え
る影響についての分析をしたのですが、主な
結果としては小学校高学年以上では学力を向
上させています。ただ、学力向上の経路とし
ては勉強時間が増える。非認知能力も向上し
ているという結果が得られております。
　私の方からの報告は、ここまでにしたいと
思います。どうもありがとうございました。
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濱島主席研究員
　大阪歯科大学の濱島でございます。私たち
の研究チームは、尼崎市におけるヤングケア
ラーの実態調査と課題解決に向けた手法の検
討というテーマを掲げております。まず本報
告の構成ですが、２０２１年度につきまして
は、尼崎市さんにおいては、ヤングケアラー
に関する実態調査、正式なものはこれまで
行ってこられませんでしたので、この調査を
実施しております。その結果を用いまして、
ご報告させていただきます。
　まずはヤングケアラーの実態について、そ
して、どのような場合にヤングケアラーが多
いか、これは住基データ等とリンクをさせて
おります。調査の概要ですけれども、まず、
調査名「子どもの家事手伝い等に関するアン
ケート調査」をしまして、学校配布のタブレッ
トを用いて児童生徒自身に回答していただい
ております。調査対象ですが、尼崎市立小中
学校の小学校４年生から中学校３年生までの
児童生徒２万８５名を対象としております。
質問項目は以下の６項目を掲げているのです
けれども、特に１番と３番は、ちょっと後に
関係してきますので、詳細を述べさせていた
だきます。まず、最初の１番、「普段してい
る家事・手伝いについて」の質問ですが、「家
事」、「家族の世話」、「年下の子どもの世話、
遊び相手」、「家族の話し相手をする」、「家族

の様子を見守る」という５項目を挙げまして、
選択肢、「いつもする」、「ときどきする」、「た
まにする」「めったにしない」「まったくしな
い」という中から、それぞれ選んでもらって
います。また３つ目の質問項目ですが、「世
話・手伝いをしている理由について」を尋ね
ております。選択肢は「お世話やお手伝いが
好きだから」、「家族にしてほしいと頼まれる
から」、「お世話やお手伝いが必要な家族がい
るから」、「ほかの家族は忙しいから」、「その
他」、「回答しない」の選択肢の中から選んで
もらっています。これは複数回答を可として
います。
　調査結果に入らせていただきます。回答数
１万５，２８５名ということで、大体７５%
程度の回答率となりました。また、性別、学
年は次のとおりとなっております。まず、こ
の調査結果からです。尼崎市におけるヤン
グケアラーの実態についてということです
が、最初のヤングケアラーの定義について説
明させていただきます。まだ正式な定義はな
いですが、よく引き合いに出されるものとし
て、日本ケアラー連盟の定義をご紹介いたし
ます。「家族にケアを要する人がいる場合に、
大人が担うようなケア責任を引き受け、家事
や家族の世話、介護、感情面のサポートなど
を行っている、１８歳未満の子ども」として
います。この家族のケアを担うことによって

研究報告（2）
「尼崎市におけるヤングケアラーの実態
調査と課題解決に向けた手法の検討」

主席研究員　濱島　淑恵（大阪歯科大学 医療保健学部 教授）
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ですね。通学、成績、心身の健康、人間関係
の影響等があることが言われています。この
定義に基づきますと、ヤングケアラーの要件
として２点挙げられると思います。
　「ケアを要する家族がいるということ」、そ
して「ケアを担っているということ」です。
本調査におけるヤングケアラーの判断基準で
すが、以下の２つの条件を満たす場合、ヤン
グケアラーとみなしました。まず、先程ご紹
介しました普段している家事お手伝いに関す
る５つの質問に対して少なくとも一つの質問
に「たまにする」以上の頻度、「たまにする」「と
きどきする」「いつもする」を回答している
こと、そして２つ目に、世話やお手伝いをし
ている理由について、「お世話やお手伝いが
必要な家族がいるから」を選択していること。
この２つの条件を満たしたものが１，１１０
名となりました。この１，１１０名をヤング
ケアラーとみなしまして、その集計をしたも
のについてご報告させていただきます。
　ケアの相手ですが、弟妹が最も多く、次い
で母親、そして父、祖母と続いております。
この弟、妹、母が多いという結果は、国の調
査とも同じような結果になっております。
　ただし、年下の兄弟の世話の場合は、お手
伝い程度のものも、中には含まれているので
はないかなと思われます。その点は御了承い
ただきたいと思います。
　このケアの相手につきまして、小学生、中
学生別にちょっと見てみたのですけれども、
それほど大きな差はないですが、中学生の方
が小学生よりも弟妹の割合が低く、そして
母、父、祖父母の割合が高くなっているとい
うような結果が得られております。ケアの頻
度についてです。「毎日」というのが最も多
く、３５．３％、ただ「週に４、５日ぐらい」
と合わせますと、ほぼ毎日ケアをしていると
いうケースが半数以上になっております。ケ
アの時間ですが、「１時間未満」が約半数で

多くが短時間のケアに留まっていました。４
時間以上のケアをしているというケースも約
７％いるというような結果になっておりま
す。このケアの頻度・時間につきましては、
小中学生別で見てみたのですが、それほど顕
著な差というのは見られておりません。
　また、誰としているかということを尋ねて
いるのですが、「家族と一緒にしている」と
回答したケースが約半数ということだったの
ですが、「一人でしている」と回答したケー
スも３６．４パーセントになりました。
　続きまして、ヤングケアラーの存在割合で
す。１万５，２５８名を母数とした場合、ヤ
ングケアラーの存在割合７．３％となりまし
た。国の調査結果、「小学６年生　６．５％、
中学２年生　５．７％」よりも高い数値となっ
ております。ただし、質問の仕方が異なるた
め、単純な比較はできないという点は、御了
解いただきたいと思います。性別では、女性
の方がちょっと多く、学年別ではそれほど大
きな差は見られません。学校別で、学校によっ
てその存在割合というのが結構幅がありまし
た。小学校、中学校このような結果になって
おります。
　また、生活保護受給有無別に見ますと、生
活保護受給をしているという場合に、ヤング
ケアラーの存在割合が高いというような数値
が出ております。
　最後に、ヤングケアラーの存在割合の関連
要因としまして、目的変数をヤングケアラー
かどうか。説明変数を性別、生活保護受給の
有無、学年、家族の人数としまして、ロジス
ティック回帰分析を行っております。モデル
１が各変数のみを説明変数としたモデル、モ
デル２がそこに中学校区を調整したモデル、
モデル３が、さらに他の変数の値を示したモ
デルとしております。
　結果がこのようになっています。赤枠のと
ころをご覧いただきたいのですが、生活保護
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受給有の場合、全てのモデルにおいて、ヤン
グケアラーの存在割合が高い傾向が見られま
した。また、家族の人数につきましても、全
てのモデルにおいて、人数が増える程、存在
割合が高い傾向が見られております。
　まとめということですが、ヤングケアラー、
尼崎市も一定の規模でいて、長時間のケアを
担っているケースも一定数見られるというこ
とです。小中別ではそれほど大きな差という
のはありません。生活保護を受給している場
合、家族の人数が多い場合に、ヤングケアラー
が有意に多いというような結果が出ておりま
す。私の方からは報告を以上とさせていただ
きます。ありがとうございました。
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中尾主席研究員
　関西国際大学の中尾です。
　今回、「学習や学校生活をおける困難を改
善するための指導に関する実践研究」の報告
をさせていただきます。研究の概要といたし
ましては、様々な実態把握を通して科学的根
拠に基づく効果検証を行いたいと考えており
ます。その上で、尼崎市の子どもたちの豊か
な学びや育ちにすることを目的としていきた
いと考えております。これに関しては、尼崎
インクルーシブ研究会と連携して実践研究を
推進していきたいと考えております。具体的
にはインフォーマルアセスメントとＳＮＳの
観察検査等を実施していきます。このアセス
メントに基づいて昆虫太極拳とかビジョント
レーニング等のさまざまな運動プログラムを
開発し、それに関しての効果検証をしていき
たいと考えております。
　期待される効果としましては、学校園にお
いては、障害があろうが、なかろうが、さま
ざまな子どもたちが困難と感じている場面が
多くあります。一人一人の子どもたちのニー
ズに合った指導を行うためには、その実態の
把握に基づいた上でしっかりとした目標設
定、それから実践内容を考えていくことが大
切だと考えております。
　本研究に関しては、ＳＮＳのデータ結果か
らグッドイナフの人物画知能検査、眼球運動
検査、バイタルサインチェック等を指標にし

て、運動遊びの前後でどのようなデータ変化
があったかを今まで明らかにしてきました。
これらの結果から体づくりが、かなり効果が
あるということが分かってきましたので、今
回はアセスメントをより重視して幼稚園の先
生方自体が子どもたちの困り感をより正確に
把握できるようなプログラムも提案したいと
考えております。
　アセスメントというのは、あらかじめ決め
られた何らかの尺度を持って、対象の位置を
確認することですけれども、学校園では、い
わゆるリスクサートとか数値化できるアセス
メントはかなり難しいので、それにかわっ
てインフォーマルなアセスメントという形
で、子どものデータ収集にあたって実態把握
の手段を増やしていきたいと考えておりま
す。インフォーマルアセスメントというの
は、フォーマルアセスメントに比べて経験の
積み重ねとか様々な知見が必要になってきま
すが、私の場合は１クラスと大体１０分から
１５分いただいたら、子どもの認知特性とか
心的な背景の評価ができますので、その評価
基準等を幼稚園の先生方と共有することで、
より正確な子どもの実態の把握ができればと
考えております。
　私が、この４月、５月に４園の観察をさせ
ていただいた時のデータですが、ＢＤ（ボディ
イメージ）の未発達ですね。これに関しては
描画であったり、体の使い方であったり、そ

研究報告（3）
「学習や学校生活における困難を改善
する指導に関する実践研究」

主席研究員　中尾　繁樹（関西国際大学 教育学部 教授）
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れから運動などを通してチェックすることが
できます。また、不器用さに関しても、いわ
ゆる全体運動、体の運動としての不器用さ、
指先の運動の不器用さ、色々な不器用さがあ
るのですが、これぐらいかなり多い子どもた
ちがいるということです。
　こういった視点をもとに、幼稚園の先生方
と幼稚園全体でのいわゆる困り感、それから
個々の困り感をしっかり把握した上で、プロ
グラムもベース目標設定を考えていきたいと
考えています。
　例えば、Ｍくんの背景を見てみると、目で
見える困難さとしては目と手の協応差とか描
画の困難さとか不安の強さとか、こういうこ
とがこのＭくんの背景として考えられますけ
れども、それの背景には、いわゆる聴覚の問
題、前庭感覚の問題、固有感覚の問題、触覚
防衛反応の問題、こういった問題点が考えら
れますので、そういった問題というのはどう
いう風に改善していくかということがプログ
ラムづくりになっていくと考えます。
　Ｍくんの行動分析としては先程言いました
課題と問題となる行動として、この３つを中
心に考えた時に原因予想としては先程のグラ
フから出てくるような原因予想が考えられ、
対応としてはこういった対応が考えられる
と、いわゆる行動分析のベースを考えながら
対応策を考えていきたい。このプログラムを
作っていきたいと思っています。
　今後の展望といたしましては、昨年度のよ
うにコロナの関係でアセスメント等がなかな
か取れませんでしたので、昨年度までは取れ
なかったＳＮＳ、それからこのインフォーマ
ルアセスメント手段を先生方と共有しなが
ら、今後の研究を進めていきたいと考えてい
ます。この6園の取り組みを通して、尼崎市
全体への普及ができればと考えております。
　ありがとうございました。
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学 学校 に る を
るた の指 に る

2022.8 .24

• 体的には、インフォーマルアセスメント、SNS の観
を する。

• のアセスメントに基づいて、 の ム運
動 ー ト ビジ ント ー ング ガト

ー ング の 研究を い、運動プログラムの 後
で の を 認し、 の効果を する。

• の を得られた 園に効果の い を展 し、
の 改善を る。また、 保 が した取 を

する。

研究の

• 研究は、 経 的 運動 SNS のデータ 果から、
ものからだづくりや身体体的不器用さに いて、「グ イナ
フ 知能 」「眼球運動 」「 イタル イン

」 を にして、運動 の 後で の なデータの
があったのかを らかにして た。

•これらの 果からからだづくり運動を中 に えた 「
」の保育 程の効果に いて、これまで が経験や勘に
っていた「身体的不器用さ」の えをエビデンスに基づいた、
り客観的なものとして えることが なっていた。

•昨年度得られた知見から 年度はアセスメントを り し
て い、 の 児 体の 向と り に いて し、
り 効 のあるプログラムを したい。

アセスメントとは

• 園でのアセスメントの しさは、 り 動に が われること
か く られる。 に を いたり、 をしたりとい 動の が

されやすくなり、 の まで考えることはで ていないのが で
ある。 は が する で、発達 なのか、
なのか しにくいこともある。

• また された を 園で ことには があり、 園で
し、 することには がっていかない。

• で, された だ で だ では、 発達 の の
しさや 要 の はわかりか る。

• また、教師の力 不 もあり、 関での 果の 取りがで な
いまま、 こかに されている もある。

• ここではインフォーマルなアセスメントを 用し、 のデータ 集にあ
たり、 の手段を やしてい たいと考える。

•「 教育」は、児 とりの教育的 ー
を し、 の持てる力を 、 や 上の を改善
は するた 、 な や必要な を ものである。

• 研究では、 に る 児児 の を し、
や 園での 上の を改善 は するた の運動

プログラムの 発を い、 的 に基づく効果 を 。

• の上で、効果の い を 、 園に展 す
ることで、 の た の かな や育 に することを

的とする。

•教育 センターが する「 の 研究 ート
」で している教 の 研究グループ イン ルー
教育研究 と し、 研究を する。

される 果

• 園の には、 の にかかわら 、 の
の では や で と ている た がいる。

•こ した た も な の に 、教育の や
の に いても、 とりの教育的 ー に える教育を

する必要がある。

• の ー に た を た には、 園 で
や れに関 する を に し、 もに り った教
育が展 されることが 要である。

• 研究の 果、効果的な教育プログラムが されれ 、
の を ることに り、 や 園での に を
る もが減少し、 り かな や育 に ながることが
で る。

アセスメントとは

• 「アセスメント」とは、あらか られた らか
の 度を持って の を 認することである。

•「 」は、アセスメントで得られた を して
することになる。 には に いての を

な 度から 集し、 れらを 分析して、 もの
や 体 を していくプロセスのことになる。

• は得た を分析することで、教育的 を
することがで る で 用 がある。

インフォーマルアセスメントとは

• フォーマルなアセスメントに て、インフォーマル
アセスメントは経験の からプロトタイプを集
し、教 の 、 、 力を 器に 経験 との
なりで するものある。 園では取り やすいし、

でもこの手 が われている。

•しかし、教師の になりが で、 の がな
い りは な の 集や は しいと考えら
れる。

• には で ラス 分の観 で、
もた の認知 や 的な の が ら

れて た。 段見 としが な の を するこ
とで たな発見に ながると考える。
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【Mくん 動分 】
となる

動

不安の強さ

描画の困難さ

語彙力の不足▲

言語理解▲

原因

姿勢保持▲
視知覚認知の未発達
関節コン ロールの未発達 不

用
運動▲

と の 応運動▲

への が い
み やり りの不

の不

人関 不安 前庭覚の未
発達 の低

周辺視優位 愛着？
初めて への不安 見通しのな

感情 の不
やり り 触れ いの不

遅れの発達？
ボディーイメージの

応

ボール な 眼球運動を
体の り の体 し
見ることへの を める

運 は と を
える
関 を した のやり り

庭での前 り の を

み
模倣 動をたく ん れる
ボール がし 眼球運動 運動 や
り り体験

前庭覚 固有覚の ン ン
ンコ 前 り し

くる り ンコ ※通 で
イ えてや る

視 優位 なる
視覚 み のやり り
感情の

体験 したことな た 験の
の の は ？ の認知 を める

愛着

今後の展望

•今後 研究は、 経 的 運動 SNS のデータ 果から、 も
のからだづくりや身体体的不器用さに いて、「グ イナフ
知能 」「眼球運動 」「SNS」他を にして、インフォーマ
ルアセスメントとの関係や運動 や ーガ 他の 後で の
なデータの があったのかを らかにしてい たい。

•これらの 果からからだづくり運動を中 に えた 「 」の保
育 程の効果に いて、これまで が経験や勘に っていた「身
体的不器用さ」の えをエビデンスに基づいた、 り客観的なものと
して えることが となる。

• 6園が今後継続して取り でいくことと 体への をし
ていかな れ ならない。 少 のからだづくりに向 て、

でも 取り でいく必要がある。

【Mくんの背景を考えてみる】⇒原因は愛着(反応性愛着
障害)⇒ADHDLB⇒薬の効用?

※見通しがないことへの不安。
※未体験への不安。

聴覚

前庭感覚の
低反応

固有感覚の
低反応

触覚防衛反応

眼球運動
の
未発達

周辺視優
位

姿勢保持
▲

関節コンロール
未発達

力加減
▲

視覚

初めての人との
交流▲

未体験への不安

不安の強さ

描画の困難さ

目と手の協応
▲

運動企画
▲

ボディーイメージ▲
こだわり？

※模倣の拒否

失敗

語彙力の不足▲言語理解▲

視覚認知未発
達？

※パズル

慣れた○○はできる

自尊感情▲

※自分でやりたい。発達の遅れ？

今後の展望

•昨年度までの研究では、コロナの関係でアセスメント日
程が取れになかったこともあったが、運動プログラムと
ボディイメージの発達、眼球運動の改善に効果が見られ
ることはわかった。

•さらに運動能力、認知能力の向上、不登園児の減少、欠
席日数の減少、ケガの減少、集中力の持続他への効果も
継続して分析する必要がある。

•「身体的不器用さ」とからだづくり運動の効果を考える
にはデータ数が不十分であった。

•保育士や教師の勘や経験をエビデンスに基づいた客観的
なものにするには、インフォーマルアセスメントの手段
獲得や今後も継続的な研究を必要とする。
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野口主席研究員
　我々は、子どもの学童期の肥満の関連要因
について、毎年報告をさせていただいていま
す。今年度も昨年度に引き続き実施をしてお
りますが、今までの研究で明らかになってい
ることとして、１１歳、１４歳の肥満度の増
大の要因は、学童期に就寝時間が２２時以降
であることや、総活動量が２時間未満である
こと、また、出生時の体格が将来の体格に相
関していること、さらには、非妊娠時のお母
さんのＢＭＩと出生時体重が関係し、また妊
娠中の母の体重増加が多い、あるいは、妊娠
高血圧症があると、出生時体重が低下する傾
向にあるということを明らかにしてまいりま
した。昨年の研究の結果では、子どもたちの
体重増加に幾つかのグループがあるというこ
とがわかりました。もちろん、出生時体重と
も関連していますが、ご覧のとおり、男児、
女児とも、体重増加のトレンドが異なるいく
つかのグループがあります。このグループご
とに要因を分析すると、体重増加をしている
子どものグループはそうでない子どものグ
ループと比較して、就寝時刻が遅いこと、必
要量の野菜摂取量、摂取割合が少ないこと、
一人親世帯が多いといったことが明らかにな
りました。
　今年度の研究ですが、さらに、乳幼児期の
生活習慣や保育環境と将来の体格に関係ある
かという観点で分析をいたしましたのでご報

告いたします。今年度は特に近隣自治体の子
どものデータと尼崎市のデータを比較すると
いう方法で評価をしました。解析の対象集団
である近隣他市と尼崎市の子どもたちの体格
は、１歳半・３歳児とも大きくは変わらない
ことを確認いただきたいと思います。今回分
析に使用した乳幼児健診の項目ですが、体格
に関するもの、保護者の育児負担、子どもの
食習慣・行動、トイレットトレーニングの開
始の有無、生活リズム等です。また、体格の
定義につきましては、集団の特性から１５
パーセンタイル未満を痩せ、８５パーセンタ
イル未満を肥満と定義しています。今日は、
時間の関係から、特にこの育児負担の有無に
関係する項目についてご報告したいと思いま
す。
　まず、１歳半の乳児健診の時に保護者が「育
児負担がある」と答えた場合と、そうでなかっ
た場合とで、子ども達の食行動や生活リズム
とどのように関係があるかを分析しました。
ここでお示ししているデータは尼崎市ではな
くて、近隣市の結果ということになりますが、
尼崎市の子どもと同様の体格の子ども達の
データだという風にご覧ください。保護者が
観察している中で、「偏食である」や、「むら
食い」、「噛まないでそのまま飲み込むように
食べる」という行動がある割合は、育児負担
があると答えた群の方がそうでない群と比べ
て、統計学的有意に高い結果でした。そして、

研究報告（4）
「尼っこ健診・生活習慣病予防
コホート研究」

主席研究員　野口　　緑（大阪大学大学院 医学系研究科 特任准教授）
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「おやつの時間が不規則」、「生活リズムが不
規則」であるということも同様に、育児負担
があると答えた群の方がそうでない群と比べ
て、統計学的有意に高い結果でした。特に、
育児負担ありの群の「偏食」の割合が４０％
を超えていること、男児では約５０％であっ
た点を注目してください。また、３歳児も同
様ですが、食行動や生活リズムについても育
児負担があると答えた群では、有意に、「問
題がある」と答えた割合が高いことが分かり
ました。中でも、「偏食」について男児女児
とも４０％を超えている点を確認ください。
この「偏食」については、海外の報告を見る
と、多くの国で１５％から３５％という結果
になっており、それよりも高い結果でありま
した。
　偏食に関連する要因として、既に海外で報
告されているものから推測すると、子ども達
の環境要因による口腔機能、発達の未獲得が
考えられます。例えば、母乳育児でないこと、
６か月以前に離乳食が開始されていること、
つまり、適切な時期に離乳食を開始していな
いこと、あるいは、噛みごたえのある食品が
適切な時期に与えられていないということが
報告されています。また、子どもが食べるこ
とへのプレッシャーがあると偏食になるとい
う報告もあります。こうしたことに母親の要
因が関連します。偏食の子どもの母親は、食
事の準備でもたくさん食べてもらうための工
夫などがあって、かなり奮闘があるというよ
うな報告もあります。こうした母の奮闘が、
子どもに対する心理的プレッシャーになっ
て、更には偏食や食嗜好の形成に影響してい
るのではないかと考えました。育児負担の有
無が子どもの将来の体格に関連しており、ま
た、育児負担と偏食の割合が関連していると
いうことになる訳です。実際に、乳幼児健診
時に「育児負担がある」と答えてくださった
保護者の家庭の子どもは、１０歳児の学童時

の体格で痩せの割合が高い。体格普通の子ど
もと比較して、痩せであるというオッズ比が
有意に高いという結果が出ています。これは、
男女合計で解析した結果ですが、性別に分け
て見たものでも、同様の結果でありました。
　この結果から、乳幼児健診で「育児負担が
ある」保護者の場合は、子どもの食事に悩ん
でいる可能性があり、将来やせ気味になる、
あるいは、やせの予備群として健診でスク
リーニングし、保健指導が必要かもしれない
ということが見えてきています。ちなみに、

「生活リズムが不規則」の場合は、将来肥満
の割合が高く、「生活リズムが規則的」に比
べて１．５倍程度肥満の割合が高いことが明
らかになっており、男女別にしても、同様の
結果であったことを確認しています。
　では、尼崎市の子どもたちではどうかとい
うことについてご報告しますと、１歳半の時
点で保護者に「育児負担がある」場合、１０
歳の時の痩せ傾向は、むしろ少ないというこ
とになっておりましたが、むしろ特筆すべき
ことは、対象数を見ていただくと、「育児負
担あり」の回答者が少ないという結果です。
３歳の男児においては、「育児負担があれば、
将来痩せ傾向」で、女児についても同様でし
た。つまり、先程の他市のデータと同様に「育
児負担あり」のグループは、「なし」のグルー
プに比べて、子どもが偏食であったり、むら
食いであったりするという食行動の課題が背
景にある可能性がある結果だったわけです。
ただ、他市と尼崎市の状況と比べてみますと、
尼崎市の「育児負担あり」と回答している割
合が少ないという結果になっておりまして、
このことが、尼崎市は他市と比べて、「育児
負担あり」のうち、子どもに偏食があると答
えた割合が少ないという結果に関係していた
のではないかと考えています。
　まとめになりますが、一つは、乳幼児健診
のこういった問診結果から、将来の体格を予
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測してスクリーニングをし、必要な保護者に
早期に保健指導を行うことで、将来の体格、
例えば、肥満や痩せ傾向を予防する可能性が
示唆されました。一方、尼崎市の１歳半、３
歳児健診での偏食や育児負担割合が他市と比
べて低いことから、今後は、なぜこういった
差が生じてくるのかということを、他の関連
要因も含めて分析を進めていく必要があると
考えております。更に、是非、尼崎市の職員
の方々に教えていただきたいというか、お願
いをしたいという点としては、どのように、
保護者が「育児負担がある」という項目につ
いて記載をしているか、そこに対して何らか
の心理的制限があるのかないのか。偏食につ
いてもどんな風な観点で答えているのか、と
いうようなことも、乳幼児健診の中でご確認
いただきたい。また、ぜひ教えていただきた
いと思っております。ありがとうございまし
た。
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まとめ

乳幼児健診の問診結果から将来のやせや肥満予備群をスク
リーニングする可能性が示唆された

尼崎市の1.6歳、3歳児健診での偏食、育児負担割合が他市と
比べて低いことから、
関連する背景要因をさらに分析します。

また、保護者がどのような観点で記載しているか
確認いただけると有難いです。
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北野主席研究員
　私どもは「非認知的能力の育ちを捉え育む
乳幼児教育・接続期教育の開発」という研究
を進めさせていただいています。稲村市長を
はじめ、尼崎市の次世代育成の教育専門職の
意識の高さというものに、心より敬意を表し
たいと思います。本当に誕生からの育ちを支
える市政を進めてくださっていること、実
際、その実践が進んできていることと思いま
す。これに寄与するような研究が、いかに可
能かというのを当初から進めてきました。研
究の詳細は私どもの大学院の佐野さんからご
報告いただきますけれども、この研究では、
データをいただいた当初の分析で、子育て関
心度というのが経済的な因子以外にもたくさ
んあるということが明らかになりました。そ
れゆえに園と学校と家庭の連携を図ることが
大切で、それにいかに寄与できるかというこ
とを私どもはチームとして考えております。
その中で副次的な本研究の成果と思っている
のですけれども、昨年度、教育委員会の幼児
教育の部局の方から企画された接続期の研修
には、全ての尼崎の小学校から先生方の御参
加がありました。連携協働と対話が尼崎市で
広がっていることは本当にすばらしいことだ
と思っています。では、研究の詳細について
は、佐野さんの方から報告させていただきま
す。よろしくお願いいたします。

佐野　孝　神戸大学大学院生
　それでは、私の方からご報告をさせていた
だきます。
　まず、今回の報告としましては、本研究に
おける子どもの非認知能力の育ちという部分
と、そこに関連すると思われる乳幼児教育保
育の実態という２つの観点をもとにデータ分
析を行った結果を報告させていただきます。
分析結果一覧はスライドのとおりとなってお
ります。まず、非認知能力の育ちに関して、
小学校１年生を対象に実施した非認知能力の
アンケート結果を元に、誤回答の状況と他調
査との結果の比較について報告させていただ
きます。続いて、乳幼児教育保育の実態に関
して尼崎市から提供をいただきましたデータ
の解析結果を報告させていただきます。まず、
非認知能力のアンケート結果について、過去
３年間における誤回答の状況を示していま
す。
　全校を対象とした１０問のアンケートにつ
いて、回答漏れや多重回答といったものを誤
回答として集計しました。表を見ると、１０
問のうち２箇所以上に誤回答が見られた児
童の割合は２０１９年度では０．１％であっ
たのに対し、２０２０年度では１４．５％、
２０２１年度では８．７％となっており、学
校別に見ても約４割近くの児童に誤回答
が見られた学校もありました。ここでは、
２０２０年からのコロナウイルスの感染拡大

研究報告（5）
「非認知的能力の育ちを捉え育む
乳幼児教育・接続期教育の開発 」

主席研究員　北野　幸子（神戸大学大学院 人間発達環境学研究科 教授）
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というのが大きな要因になっていると想定さ
れ、小学校現場の困難さであったり、就学前
に集団教育の経験が十分にできなかったとい
うことが背景にあるのではないかと考えられ
ます。
　次に、他調査における非認知能力の項目と
本研究での尼崎市の児童の回答の結果を示し
ています。時間を意識した行動や物事を最後
までやり遂げるなど、自己抑制や頑張る力に
関わる項目で、他調査の結果より１０ポイン
ト以上肯定回答が多い結果となっておりま
す。一方で、好奇心や協調性に関わる項目、
自己抑制の中でも順番を守るなどという社会
性に関わる項目では他調査の結果を大きく、
尼崎市の児童が下回っているということが分
かりました。また、提供いただいた過去の健
診、出身園データを用いた解析としまして
は、２０１０年から２０１６年までのステー
ジ１万２，８５０名を対象とし、乳幼児教育
保育の実態に関わる因子を抽出しました。
使用した変数は、対象児の受けた予防接種の
回数と種類。１歳半健診と３歳児健診の受診
の有無、自治体階層と家族形態としまして、
因子分析の結果、表に示すような予防接種因
子、健診受診因子、経済因子の３つの因子が
抽出されました。このことから、子どもに予
防接種や健診を受けさせるという行動は、単
に家庭の経済状況からだけでは説明できず、
子どもの健康や発育、子育てへの関心度と
いった別次元の要因から説明できるものでは
ないかと考えられます。
　次に、データに含まれる全９７園の保育所、
幼稚園、認定こども園の特徴を明らかにする
ため、３つの因子得点を用いたクラスタ分析
により、それぞれの園を５つのクラスタに分
類しました。
　クラスタごとの特徴を見てみると、予防接
種因子では、クラスタ間にあまり差は見られ
ませんでしたが、健診受診因子でクラスタ３

と４の園で低い傾向が認められました。また、
経済因子ではクラスタ１とクラスタ４の園で
低く、クラスタ２と３で高い結果となりまし
た。健康診断の受診は、子どもの発育健康状
態に対する保護者の意識を反映したものであ
ると考えられ、スコアが低い園には子育て関
心度の低い家庭の子どもたちが多く入園して
いる可能性があります。特にクラスタ３の園
では、経済状況が高いにもかかわらず、健診
の受診が少ないというアンバランスな特徴を
示していました。
　このような園の特徴の違いと学業成績との
関連について、小１時点でのステップ・アッ
プ調査の正答率を出身園クラスタと別に比較
しました。その結果、検診受診の得点が高い
クラスタ５や経済因子の得点が高いクラスタ
２の出身者に比べて、経済因子の得点が低い
クラスタ１や４の出身者は正答率が低い結果
となっていました。また、経済状況が良く健
診の受診が少ないクラスタ３の出身者では、
同じく経済因子の得点が高いクラスタ２の出
身者よりも正答率が有意に低くなることが分
かりました。このことから、やはり経済状況
の学業成績への影響は確認されましたが、経
済状況が良くても、子育てへの関心度が低い
場合には、就学後の学習成績に負の影響が生
じる可能性が示唆されました。さらにスライ
ドには２０１８年度に１年生の児童が４年生
になるまでの正答率の推移をクラスタ別に示
しています。
　先程のように、クラスタ２と５の園の出身
者とその他のクラスタの出身者との間に成績
の差が見られますが、その差は４年生までお
よそ維持されています。
　この結果から、就学前の乳幼児教育保育の
実態の違いが、就学後の学習に一時的ではな
い影響を与えていることが考えられます。
　最後に、本研究で作成した非認知能力のア
ンケートの回答を出身園クラスタとは別に示
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しています。解析の途中段階ではありますが、
健診に受診因子の得点が低いクラスタ３や４
の出身者では、自己抑制や自己主張の項目へ
の否定回答が他のクラスタ出身者よりも多い
傾向が認められ、特に健診受診と経済状況が
アンバランスであるクラスタ３の出身者で
は、自分の思いや考えを他者に伝えたり、自
尊心に関わる項目において否定的な回答が多
い結果になっています。このような乳幼児教
育保育の実態の非認知能力への影響について
は、今後、検討していきたいと考えておりま
す。
　今後の方向性としましては、園や小学校の
困難さを明確にした上で、支援の必要性を明
らかにしていくこと。健康診断の受診に反映
されるような子育ての関心度という要因を明
確化し、家庭との連携支援の必要性を検討し
ていきたいと考えております。
本研究の報告は以上となります。ありがとう
ございました。
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非認知 能力の育ち 育
乳幼児教育・ 教育の
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北野 幸子 （神戸大学大学院 人間発達環境学研究科）

國土 将平 （中京大学スポーツ科学部）
辻 弘美 （大阪樟蔭女子大学 学芸学部）
村山 留美子（神戸大学大学院 人間発達環境学研究科）
佐野 孝 （神戸大学大学院 人間発達環境学研究科）
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小学1 と 関の との の

小学1 と 関の との の

B -1 乳幼児教育・保育の実態 3 の

子 の

⚫ 育・ 育の 関 3 子
- 子 子
- 子 子
- 子 子

4

-0.7

-0.6

-0.5

-0.4

-0.3

-0.2

-0.1

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5
クラスタ1（ ）

クラスタ2（ ）

クラスタ3（ ）

クラスタ4（ ）

クラスタ5（ ）

B -2 乳幼児教育・保育の実態 の 分
の 子

⚫ の 子 園 との
小さ

⚫ 子 園の
3

→ 子 の 育 関心度
可 性

3 1 87%
3 86%

4 1 85%
3 82%

子 の

B -3 後の

（ ）

5 2 > 3 > 1 4

（）

小 の ・

小 の の
71.0

19.0
70.9

19.0
67.0

18.7 64.9
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64.3
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⚫ 子 1 の園の
小 の

⚫ 子 園 子の
3の の

⚫ 子 と 子
5の

1

非認知 能力の育ち 育
乳幼児教育・ 教育の

育ち

北野 幸子 （神戸大学大学院 人間発達環境学研究科）

國土 将平 （中京大学スポーツ科学部）
辻 弘美 （大阪樟蔭女子大学 学芸学部）
村山 留美子（神戸大学大学院 人間発達環境学研究科）
佐野 孝 （神戸大学大学院 人間発達環境学研究科）

分析の

乳幼児教育・保育
の実態

非認知能力の
育ち

関連・影響

2

A の非認知能力 の

A-1 度 との
A-2 の との

B の乳幼児教育・保育の実態 の 析
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小学1 と 関の との の

小学1 と 関の との の

B -1 乳幼児教育・保育の実態 3 の
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⚫ の 子 園 との
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⚫ 子 園の
3

→ 子 の 育 関心度
可 性

3 1 87%
3 86%

4 1 85%
3 82%

子 の

B -3 後の

（ ）

5 2 > 3 > 1 4

（）

小 の ・

小 の の
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19.0
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5

B -3 後の
小 -小4 の ・ の

小 - 小 の の
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65.0

70.0

75.0

1年生（2018年度） 2年生（2019年度） 3年生（2020年度） 4年生（2021年度）

クラスタ1出身者

クラスタ2出身者

クラスタ3出身者

クラスタ4出身者

クラスタ5出身者

⚫ 園 と 小
の の 学

さ
→ 学 の 育・ 育

学 の学 の影響
て 可 性

B -4 非認知能力 の 分
と て て

と
と と さ

て と と

と と と て
の と

と と
心

6

今後の分析の方向性

乳幼児教育・保育
の実態

非認知能力の
育ち

関連・影響

① 園と小学校の困難さの可視化
→ 支援の必要性

② 子育て関心度の明確化
→家庭との連携支援の必要性
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B -4 非認知能力 の 分
と て て

と
と と さ

て と と

と と と て
の と

と と
心
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永瀬主席研究員
　神戸大学小児科の永瀬と申します。私ども
は、周産期の因子及び幼児期の健診時の状態
が、小学校の時の学力にどのような影響を与
えるのかということを主に研究しておりま
す。尼崎市の貴重な御協力のもとで、様々な
データが出てきています。発表は西山の方か
らさせてもらいます。
　では、西山先生よろしくお願いします。

西山将広　神戸大学大学院客員准教授
　昨年までに在胎週数、出生体重、性別、出
生月と発達や学力が関連すること、乳幼児期
の生活習慣として、睡眠やテレビ視聴が学力
と関連することが分かりました。今年度は、
家庭の経済状況も合わせて研究し、さらに３
歳の発達や乳幼児期の生活習慣が学力だけで
なく、非認知能力にも影響を与えるのかにつ
いて報告します。
　生まれた時から、乳幼児健診、小学１年生
までの縦断的な情報を用いました。生まれた
時の情報としては、性別や母の年齢、経済状
況などを、３歳では生活習慣として特に睡眠
状況に注目しました。
　これらが小学１年生での学力と非認知能力
に影響するかを調べました。非認知能力につ
いては、「はい」、「いいえ」形式のアンケー
トで自己肯定感、勤勉性、利他性を反映する
項目について調べました。

　尼崎市で、２年間に生まれた約８，０００
人のうち、睡眠習慣や学力試験、アンケート
調査までの情報が得られたのは約４，０００
人でした。国語、算数それぞれの点数を睡眠
習慣ごとに示しています。
　就寝時刻が２０時までの方は平均点が７０
点を超えますが、それに対して３歳での就寝
時刻が遅いほど点数が下がり、２３時を過ぎ
ると８から９点以上も低下しています。
　次いで国語の点数と乳幼児期までの状況と
の関連を示しています。睡眠習慣については、
先程のスライドのとおり、２３時以降では８
点ほど点数が下がっています。
　性別については、男児よりも女児で６点ほ
ど点数が高く、経済状況については、就学援
助を受けている水準ですと、１５点以上も低
いということ。他に出生月や母の年齢、３歳
の精神発達の影響が大きく、一方で、在胎週
数やテレビの視聴時間の影響はあまり目立ち
ませんでした。算数についても、睡眠習慣と
経済状況の影響というのは非常に大きく、一
方でテレビの視聴の影響は目立ちませんでし
た。３歳の就寝時刻と小学１年生の学力には
関連があります。
　性別や出生月、在胎週数、母の年齢、経済
状況なども一部関連しています。では、非認
知能力についてはどうでしょうか。「自分に
は良いところがあると思いますか」のアン
ケートに「いいえ」と答えた場合を、自己肯

研究報告（6）
「周産期から幼児期までの状況が発達
や学力の向上に与える影響」

主席研究員　永瀬　裕朗（神戸大学大学院　医学研究科　特命教授）
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定感が低いと見なしました。
　小学１年生での回答で１３%の子どもが

「いいえ」と答えています。オッズ比が高い
ほど影響の度合いが大きく、赤字のところが
意味のある関連と言えます。右端の多変量解
析の数字に特に注目してみてください。
　就寝時刻、経済状況との関連は自己肯定感
についてはありませんでした。一方で、性別
では男児の自己肯定感が低く、３２週以下の
超早産児でも低いということがわかりまし
た。
　次に、「何でも一生懸命取り組む方です」
のアンケートで勤勉性を判定しました。こち
らは１１％の子どもが「いいえ」と答えてい
ます。こちらでは、３歳の就寝時刻が早い場
合に比べて遅くなるほどに勤勉性が低くなる
ことが分かりました。
　性別や経済状況も関連するのですが、それ
に比べても３歳時点での就寝時刻の影響度が
とても大きいです。最後に「思いやりがある
方です」のアンケートで利他性を判定しまし
た。
　１０％の子どもが「いいえ」と答えていま
す。やはり、就寝時刻が遅いほど利他性が低
く、性別も関連をしていました。逆に在胎週
数ですが、３３から３６週の早産児では、定
期産児と比べても利他性が高かったです。
　３歳の就寝時刻は、学力だけでなく、小学
１年生での勤勉性、利他性への影響がとても
大きいことがわかりました。性別や経済状況
も関連がありました。在胎週数３３から３６
週の早産児が３７週以降と比べて利他性が高
かったのは、早く小さく生まれた子どもたち
に既に適切な支援がなされている結果といえ
るかもしれません。
　今回までのまとめを示します。幼児期の睡
眠習慣を整えることで、学力だけでなく、非
認知能力の向上にも寄与することが示唆され
ました。以上です。ありがとうございました。
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か 幼 の
学力の

学 学 学
学

5 学 と育 所報
デ スに た 育 を 指

4年 4 ( )

2021年度までの 2022年度の

児 児 1 3 小学校 学

学

1 6 の
学力

力3 の数

1 6 の

33 利 1500g 利
利 3 利

れら のものである

の を る とで
学力の に る と れた

な

?

幼 の
・
・

?

2011年4 -2012年3 に で た児（n=4121）
2013年4 -2014年3 に で た児（n=3971） n=8092

小学1年 での学力 の情報 得られた児 n=4395
② 小学1年 でのア ー 調査あ n=4087

3 児 データな （ 未 ）

3 児 の情報 得られた児 n=5888

3 での に のデータな （n=542）

小学1年 での学力 データな （ 未 ）

学1 の学力 と3 の の との
(n=4395) (n=3420)
Estimate Estimate

(Intercept) 65.9 2.83 <0.001
, 3

18:00–20:00 (Intercept) 71.18 0.88 <0.001
21:00 –1.86 0.98 0.059 –2.24 1.06 0.034
22:00 – 1.01 0.004 –3.03 1.09 0.005

–8.65 1.46 <0.001 –6.95 1.6 <0.001

(Intercept) 65.65 0.42 <0.001
6.26 0.59 <0.001 6.31 0.65 <0.001

( )a

22-32 –7.08 3.43 0.039 –5.58 3.8 0.143
33-36 –1.58 1.5 0.289 –1.73 1.61 0.283
37- (Intercept) 68.84 0.31 <0.001

4-9 (Intercept) 71.31 0.42 <0.001
10-3 –5.33 0.6 <0.001 –6.54 0.65 <0.001

の ( )c

<20 (Intercept) 55.6 2.57 <0.001
20–34 12.59 2.6 <0.001 8.42 2.6 0.001

35 15.33 2.65 <0.001 11.23 2.66 <0.001

学 保 な (Intercept) 70.14 0.32 <0.001
学 保 –7.61 0.87 <0.001 –6.11 0.97 <0.001
学 保 –16.78 1.96 <0.001 –15.12 2.19 <0.001

( ), 3 b

<2 (Intercept) 70.73 0.57 <0.001
2–3 –2.31 0.7 <0.001 –1.75 0.75 0.007

4 –4.24 0.95 <0.001 –2.75 1.02 <0.001
, 3

ッ な (Intercept) 69.19 0.3 <0.001
ッ あ –13.56 1.64 <0.001 –11.2 1.76 <0.001

aData missing for <1% of children.
bData missing for 1–10% of children.
cData missing for 10–20% of children.

2021年度までの

児 児 1 3 小学校 学

学

1 6 の
学力

3 の数

1 6 の

33 利 1500g 利
利 3 利

れら のものである

の を る とで
学力の に る と れた

幼 の
・
・

デ と

デ
学 と育 所に に れたデータの

幼児 の情報 小学1年 での情報を用 た

数 の年
3 の 児の （ テ ）

学力 小学1年 での学力 国語 算数
力 小学1年 でのア ー 調査

（ に と あると ま か）
（な でも で ）

利 （ ある で ）

の ターでの を と る 合に ッ あ と た

学1 の学力 と3 の との

18:00–
(n=506) (n=2045) (n=1555) (n=289)

計
(n=4395)

国語 69. (19.4)

算数 61. (25.4)

の

18:00-20:00 に比 23 で 8-9点

学1 の学力 と3 の の との
(n=4395) (n=3420)
Estimate Estimate

(Intercept) 67.6 3.23 <0.001
, 3

18:00–20:00 (Intercept) 70.31 0.99 <0.001
21:00 –2.76 1.11 0.013 –2.58 1.2 0.032
22:00 –3.46 1.15 0.003 –2.87 1.24 0.021

–8.51 1.65 <0.001 –6.16 1.82 <0.001

(Intercept) 65.63 0.47 <0.001
3.29 0.67 <0.001 3.17 0.74 <0.001

( )a

22-32 –7.08 3.43 0.039 –15.67 4.3 <0.001
33-36 –1.58 1.5 0.289 –2.34 1.83 0.202
37- (Intercept) 68.84 0.31 <0.001

4-9 (Intercept) 69.7 0.47 <0.001
10-3 –5.06 0.67 <0.001 –6.33 0.74 <0.001

の ( )c

<20 (Intercept) 53.39 2.89 <0.001
20–34 13.44 2.93 <0.001 7.51 2.96 0.011

35 16.15 2.99 <0.001 10.09 3.03 <0.001

学 保 な (Intercept) 68.95 0.36 <0.001
学 保 –8.73 0.98 <0.001 –7.63 1.1 <0.001
学 保 –22.88 2.2 <0.001 –21.04 2.5 <0.001

( ), 3 b

<2 (Intercept) 69.29 0.64 <0.001
2–3 –2.52 0.79 0.001 –2.15 0.85 0.012

4 –3.34 1.07 0.002 –2.28 1.16 0.049
, 3

ッ な (Intercept) 67.7 0.34 <0.001
ッ あ –13.33 1.86 <0.001 –9.93 2.01 <0.001

aData missing for <1% of children.
bData missing for 1–10% of children.
cData missing for 10–20% of children.
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学1 の 力 な でも で

n=450 (11.0%) n=3637 (89.0%)
, 3

18:00–20:00 33 (7%) 437 (93%) )
21:00 214 (11.3%) 1682 (88.7%) 1 –2.51) 1 –3.21)
22:00 167 (11.5%) 1291 (88.5%) –2.57) 2 –3.51)

36 (13.7%) 227 (86.3%) 2 –3.47) –4.27)

171 (8.5%) 1846 (91.5%)
1791 (86.5%) –2.06) –2.12)

( ) 29 (93.5%)
22-32 2 (6.5%) 155 (90.1%) 0 –1.84) 0 –2.61)
33-36 17 (9.9%) 3452 (88.9%) 0 –1.42) 0 –1.32)
37-43 431 (11.1%) 29 (93.5%)

4- 1899 (89.5%) )
10- 228 (11.6%) 1738 (88.4%) –1.37) 1 –1.53)

の ( )
<20 6 (10.7%) 50 (89.3%) ) )
20–34 270 (11.3%) 2120 (88.7%) –2.79) 1 –3.03)

35 82 (10%) 740 (90%) 0 –2.46) 0 –2.60)

学 保 な 376 (10.9%) 3073 (89.1%) ) )
学 保 56 (10.3%) 486 (89.7%) 0 –1.26) 0 –1.14)
学 保 18 (18.8%) 78 (81.3%) 1 –3.11) –3.61)

, 3
ッ な 431 (10.9%) 3524 (89.1%)
ッ あ 19 (14.4%) 113 (85.6%) 1 –2.26) –2.05)

( ), 3
<2 124 (10.8%) 1024 (89.2%) )
2–3 243 (11%) 1967 (89%) 1 –1.29) –1.22)

4 75 (12%) 552 (88%) –1.52) –1.49)

3 の と 小学1年 の学力 あ
（ 数 の年 な も ）

で 能力
3 の と ・利 あ

・ ・利 と
と

数 33-36 で 37 と比 利
小 まれた児 の な な れた か

学1 の 力 利 ある で

利
n=433 (10.6%)

利
n=3654 (89.4%)

, 3
18:00–20:00 39 (8.3%) 431 (91.7%) )
21:00 187 (9.9%) 1709 (90.1%) 1 –1.76) 1 –1.91)
22:00 170 (11.7%) 1288 (88.3%) –2.13) –2.43)

37 (14.1%) 226 (85.9%) 1 –2.92) 1 –3.09)

152 (7.5%) 1865 (92.5%)
281 (13.6%) 1789 (86.4%) 1 –2.37) 1 –2.44)

( )
22-32 4 (12.9%) 27 (87.1%) 1 –3.18) 1 –4.41)
33-36 13 (7.6%) 159 (92.4%) 0 –1.16) 0 –0.9)
37-43 416 (10.7%) 3467 (89.3%)

4- 220 (10.4%) 1901 (89.6%) )
10- 213 (10.8%) 1753 (89.2%) 1 –1.28) 1 –1.26)

の ( )
<20 8 (14.3%) 48 (85.7%) ) )
20–34 261 (10.9%) 2129 (89.1%) 0 –1.70) 0 –2.38)

35 83 (10.1%) 739 (89.9%) 0 –1.58) 0 –2.17)

学 保 な 352 (10.2%) 3097 (89.8%) ) )
学 保 66 (12.2%) 476 (87.8%) 1 –1.60) 1 –1.56)
学 保 15 (15.6%) 81 (84.4%) 1 –2.77) 1 –3.24)

, 3
ッ な 414 (10.5%) 3541 (89.5%)
ッ あ 19 (14.4%) 113 (85.6%) 1 –2.36) 0 –1.66)

( ), 3
<2 117 (10.2%) 1031 (89.8%) )
2–3 241 (10.9%) 1969 (89.1%) 1 –1.37) 0 –1.24)

4 65 (10.4%) 562 (89.6%) 1 –1.40) 0 –1.15)

2022年度までのまと
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山口主席研究員
　東京大学の山口です。私からは、保育所、
幼稚園の利用状況と、その後の学力について
の関係について、幾つかデータを見てみまし
たので、ご報告させていただきたいと思いま
す。
　今回は、データとして２０１８年から２１
年度の「あまっ子ステップ・アップ調査」か
ら取った学力指標と保育所、幼稚園の利用状
況の関連を見ているのですが、学力指標とし
ては算数、国語といった形でバラバラに見て
いくのではなく、算数と国語の合計点を使っ
て学力指標としています。ＩＲＴで異なる年
度、異なる学年で比較は原則可能ですが、こ
こでは学年ごとに正規化を行っています。
　少しわかりやすい通常使われている表現を
使いますと、偏差値に換算してデータを見て
います。こうすることで異なる学年間でも、
もちろん比較可能ですし、異なる年度間でも
比較可能ということで、好ましい性質は保た
れています。
　無園児童ダミーですが、無園児については
保育所も幼稚園も全く利用しないで、小学校
に上がってきたお子さんに対して、ついてい
るフラグだと御承知おきください。
　これは、小学校から得られた情報で、ま
た、他の尼崎以外の自治体から転入した子ど
もについても把握できている情報になってい
ます。少し過去の分析のおさらいでもありま

すが、尼崎市においては無園児の割合という
のは、実は全国と比べてはそれほど高くない
ということがわかります。下のグラフの横軸
は、子どもが生まれた年で、縦軸が無園児の
割合ですが、厳密な数字というのは、実は全
国規模でも、十分信頼できる形で出ていると
は言いがたいですが、２、３％ぐらいではな
いかという風に言われていました。その数値
が尼崎市においては１. １４％ということで
かなり低いと、しかもそれが減少傾向にある
ことがわかります。
　使えるデータの中で、一番新しかったのが、
２０１３年、２０１４年生まれの子どもたち
ですが、ここについた０．３６％ということ
でかなり低い数字になっています。
　この原因の一つに考えられるのは、幼児教
育の無償化が大きいのではないかというふう
に考えていますが、厳密には、何が原因だっ
たのかというのを知ることが今のところでき
ていません。
　無償化ということ自体が非常に大きく報道
されたことによって、幼児教育、使える無償
で使えるんだよということの認知度が高まっ
たことが大きいのではないかというふうに考
えています。
　無園児に多いのは、基本的には経済的に貧
しいご家庭の子どもではありますが、そうし
たご家庭については、もともと無償で利用す
ることができたので、実質的には変化はない

研究報告（7）
「尼崎市における「無園児」の状況
調査及び就学後の影響に関する調査
研究」

主席研究員　山口　慎太郎（東京大学大学院 経済学研究科 教授）
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んですが、そうした点が知られる、より広く
知られるようになって、利用が進んだ可能性
があるのではないかというふうに考えていま
す。いずれにせよ、好ましい傾向だというふ
うに思っています。そこで、私どもでは、こ
ういった無園児、幼稚園にも保育園にも通わ
ないで学校に来ることというのが学力とどの
ような相関があるのかという点について見て
いきました。結果から申し上げると、有意な
相関というのは見られませんでした。この結
果については非常に我々も驚いていて、いろ
んな形で計算をやり直したりしたんですが、
どうも本当に相関がないようだというふうに
結論に今のところ至っています。統計学、御
存じの方からすれば、有意ではないという
ときには、本当に効果がないと言えるよう
な、あるいは効果は非常に小さいというケー
スと、標準誤差が大きくて、誤差が大きすぎ
て何も言えないというケース２種類あります
が、ここについては標準誤差２番目の点にも
書いたんですが、０．１、偏差値換算で１ポ
イントということで、かなり小さく、データ
を見る限りでは、実際に差がない可能性が高
いというふうに感じています。だから、な
ぜ、様々な研究が幼児教育の重要性を訴えて
いるにも関わらず、今回の分析では学力との
相関が明確には見られなかったかという点に
ついては、まだまだ理解を深めていかなけれ
ばいけないですが、一つには幼稚園や保育園
といった形以外で、家庭や行政のサポートな
ど、何らかの形で有意義な幼児教育が行われ
ていた可能性もあるのかなというふうに思っ
ています。もう１点は今回、学力については
見ることができていますが、非認知能力につ
いてはまだ未検証なんですね。これまでの私
自身の日本のデータを使った研究なんかです
と、学力に対する効果はもちろんあるんだけ
れど、特に経済的、社会的に恵まれない家庭
の子どもについた非認知能力の方に大きな影

響があると言われていますので、そちらの方
にひょっとしたら効果が出ているのかもしれ
ません。いい結果と言えなくもないのですが、
懸念するべき点が少ないという点では、ポジ
ティブに捉えられるのかもしれないですが、
既存の知見と必ずしも一致していないので、
引き続き、この点については注視していく必
要があるかなというふうに考えています。こ
うした発見をどういうふうに行政につなげて
いただくかという点について、いろいろ考え
てみました。無園児自体は、そもそも減少傾
向で水準としてもかなり低いということで、
ほかの自治体と比べると相対的に小さい問題
であるということは言っていいと思います
し、ポジティブに捉えていいとは思います。
昨年の分析ともつながりますが、保育所、幼
稚園利用以前の問題として、乳幼児健診未受
診のお子さんというのが一定程度いらっしゃ
います。こういうお子さんは無園児になりや
すいということもわかっています。
　こういう御家庭に対してどのような支援を
行っているのか、関係部署の方にお話を伺っ
たところ、かなり強いプッシュ型支援を既に
行っていらっしゃいました。
　郵便や電話だけではなくて、家庭訪問を保
健師さんが行うという形で、かなりシステマ
ティックにアプローチしてプッシュ型支援を
実施しているので、さらに、これ以上、上積
みでやれる部分というのはそれほど明らかで
はないというふうに感じました。
　一方で、幼稚園については、手続き支援が
有効であるかもしれない。手続きが負担に
なっていて、利用が進んでいない可能性があ
るというようなことを担当の方から伺ってい
まして、この辺については何かできることが
ないかという風に考えております。以上です。
ありがとうございました。
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保育所・幼稚園の利用 と の の学力
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藤澤主席研究員
　慶應義塾大学の藤澤と申します。子どもの
心身の良好な発育に脆弱性をもたらす要因と
して、家庭の経済的困難という点がよく研究
されてきました。また、低出生体重であった
こと、疾患や障害など生物学的な要因も子ど
もの良好な発達にとって脆弱性をもたらす場
合があるということもよく知られています。
このような中、これらのリスクの両方を抱え
て、そして長くリスクにさらされて育ってい
く子どもたちは注目されるべき存在です。リ
スクが重複すること、また、そのリスクへの
曝露期間が長期に渡ることが、子どもの発育
結果にどのような影響をもたらすのか、この
プロセスを包括的に実証することは非常に難
しい重要な研究課題となっています。
　家庭の経済状況や子どもの健康状況といっ
たものは、研究者が容易に収集できるデータ
ではありません。健康診断記録や生活保護受
給状況といった行政記録情報の個人情報を全
て廃した形にした上で、研究利用することに
よって、尼崎市内の子どもたちの状況や、そ
の変化を悉皆的にまた継続的に把握すること
が可能になります。本報告では、行政記録情
報を研究利用することの利点を生かして、子
どもの発育上のリスク要因を評価し、発育状
況と、どのような関連がどの程度あるのか
明らかにすることを目的としました。対象
となったのは、２００８年度から２０１２

年度のこちらに書いてある条件を満たした
１万６，０００人を超える児童の皆さんです。
発育上のリスク要因の評価は、「家庭の経済
リスク」、「健康・発達上のリスク」、そして、
別の側面のリスクとして、法定健診である３
歳児健診を受診しなかったことをリスクとし
て捉えました。発育状況のアウトカムは、あ
まっ子ステップ・アップ調査の国語と算数の
成績としました。
　家庭の経済的リスクの状況についてです。
この棒グラフは、就学前の生活保護受給の有
無によってグループ分けをして、グループご
とに就学後の生活保護受給の有無、就学援助
受給の有無の内訳を示したものです。時間の
都合上詳細について説明できないですが、一
番右端のグループの子たちに見られるよう
に、乳幼児期から小学校にかけて長く家庭に
経済的困難があった子どもたちが尼崎市内に
一定数おられるということがわかります。ま
た、右から２番目のグループのように幼児期
後半になって生活保護受給にいたり、その後
小学校の間ずっと受給があったという子ども
たち。その存在に目を向けますと、ひとたび
家庭が経済的困難に陥ると、その後長く困難
が続く傾向にあるということが言えるかと思
います。
　次にリスクの重複という点についてです。
真ん中の円グラフは就学前の生活保護受給の
有無の割合を示していまして、黄色の部分

研究報告（８）
「就学前教育の質が就学後の学力や
健康に与える影響」

主席研究員　藤澤　啓子（慶應義塾大学 文学部 教授）



70

が家庭に経済的リスクがあった２．４％の子
どもたちです。この子達だけで３歳児健診の
健康状況を見てみますと、３歳児健診時に健
康・発達上のリスク有りとなった子どもが約
１８％おり、家庭の経済的リスクと健康・発
達上のリスクを重複して抱えた子どもが一定
数いたということがわかります。
　次に、家庭の経済リスクと３歳児健診の
未受診の関連についてです。３歳児健診を
受診したのは、対象となった児童のうち、
９２．４％の子どもたちでした。そのうち、
家庭に経済的リスクがあった子どもは２．
４％だったのに対して、３歳児健診が未受診
となった７．５％の子どものうち、家庭に経
済的リスクがあった子どもが１０．３％いた
ということがわかりました。つまり、３歳児
健診が未受診の場合に、家庭の経済的リスク
を抱えている確率が高いということになりま
す。行政記録情報のみでは、３歳児健診が未
受診となった理由についてはわかりません
が、健診が未受診となったことの背景に家庭
に何らかの困難を抱えているケースが一定数
あるということが伺えます。乳幼児検診は子
どもの栄養状態や心身の発育状況の把握だけ
ではなく、さまざまな障害や家族の問題も早
期に発見できる重要な機会であるということ
を考えますと、法定の健診が未受診であった
子どもや家庭については、行政や支援者によ
る丁寧なフォローを実施する絶好の機会であ
ると言えるのではないかと考えられました。
次に就学前にあった各種リスクと就学後の学
力についての分析結果です。
　結論からいうと、本研究で注目した３つの
リスク、どれも就学後の学力と負の関連があ
るということがわかりました。学力と負の関
連が最も強かったのは、就学前の家庭の経
済的困難でした。就学前に生活保護受給が
あった場合に、１００点満点として国語で
１２．３５点、算数で１４．３３点程度低く、

これは経済的困難のみを考えた場合、偏差値
でいうと３～４４くらいであるということで
した。
　発育評価は３歳児健診結果に基づくもの
で、知能検査などの検査バッテリーに基づい
た評価ではありませんので、精度としては粗
いと感じるのですが、それでも３歳児健診受
診時に健康・発育上のリスクが認められた場
合は、１００点満点として算国ともに４点ほ
ど低いということでした。ただ、この関連は
性別の違いと学力との関連よりも小さいとい
うものでした。それよりも、３歳児健診が未
受診である場合の学力との負の関連が大きい
ということでした。
　本報告で示すことができたのは、就学前の
経済的困難や３歳児健診の結果や受診の有無
といったことが、学力に対する何らかのシグ
ナルになり得るということです。注意しなけ
ればいけないのは、「就学前に経済的困難が
あったから、学力が低くなる」とか、「３歳
児健診が未受診になったら、学力が低くなる」
といった因果関係を言っているわけではあり
ません。あくまで、就学前にあった育ちの上
でのリスク要因と学力との関連を示したとい
うことです。家庭の経済的困難や健診が未受
診になる背景があって、どのような媒介する
要因を経て学力の伸びが妨げられるのか。そ
のプロセスを丁寧に研究していく必要があり
ます。
　子どもの発育上のリスクを把握するのは、
３歳児健診を待つ必要はありません。私たち
の研究グループでは、妊娠届や妊婦検診に関
する行政記録情報から、家庭やこれから生ま
れてくる子どもたちの状況を把握、予測する
ことができるか検討を始めておりまして、必
要なご家庭や子どもに対してより早期にケア
や支援につなげられる可能性を探っていると
ころです。
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児

- 12.3 5 * * (0.8 6 ) /  - 14.3 3 * * (0.9 2)

- 3 .8 6 * * (0.43 ) /  
- 4.06 * * (0.46 )

- 7 .7 9 * * (0.5 0) /  
- 8 .23 * * (0.5 6 )

5 .5 1* * (0.26 ) / 1.17 * * (0.27 )

注. (  ) の と . + : p  < .10. * : p <  .05 . * * : p  < .01. /
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9

 の 目的
子どもの 生体重・在 などに を える の の
体重や などの ・ の は子どもの に ︓ 時

 ー の
・ などの や ・ の など ・ に する な
の や ・ 時 に た や などの支 につな る

の ・ ︓
生体重 的に

度 い
・ ・ ︓

生体重 的に
度 い

の の 状 と子どもの との関連 との の

的に
い

に けて
する
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能島理事
　ここからは、教育に関するディスカッショ
ンの時間というふうにさせていただきたいと
思います。
　今回のテーマは、「就学前教育が小学校入
学後に与える影響」ということをテーマにさ
せていただきたいと思います。大竹所長をは
じめ、藤澤先生、山口先生の鼎談ということ
でお願いをしたいと思います。
　ここからの進行は、大竹先生にお願いをし
たいと思います。
　大竹先生、よろしくお願いいたします。

大竹所長
　「就学前教育が小学校入学後に与える影響
について」ということで、ここからは、藤澤
先生、山口先生、それから私と３人で議論を
進めたいと思います。まず、藤澤先生の方か
ら１５分程、このテーマについてご報告いた
だいて、それから、山口先生にご質問、コメ
ントをいただき、ディスカッションをすると
いう形で進めたいと思います。
　では、藤澤先生、どうぞよろしくお願いし
ます。

藤澤主席研究員
　よろしくお願いします。慶應義塾大学の藤
澤です。「就学前教育が小学校入学後に与え
る影響について」というお題を頂戴いたしま
して、中室牧子先生、深井太洋先生との共同

研究の成果を中心にお話しさせていただきた
いと思います。
　まず、就学前教育にはもちろん、家庭での
教育という意味合いが含まれますが、私から
は、保育園や幼稚園といった家庭外の教育を
念頭にお話ししてまいります。
　前提として、日本に育っている子どものほ
とんどは就学前までに家庭外で何らかの幼児
教育保育を経験しているという実態がありま
す。このような実態がある中で、幼児教育保
育の経験がない「無園児」と呼ばれる子ども
たちが、尼崎市においては少ないということ
が先ほどの山口先生のご発表にありました。
山口先生のご発表があったところですので、
私からは詳細省略させていただきますが、「無
園児」となる子どもの中には社会的に不利な
環境での育ちですとか、健康・発達上の問題
を抱えての育ちとなっている子どもが一定数
いるということがあります。保育所や幼稚園
を利用せず家庭で子育てをしたいという親御
さんの思いがあるのであれば、それは尊重さ
れるべきことではありますが、先行研究に
よってわかっていることとして、幼児教育・
保育を利用することは、さまざまな御家庭の
お子さんにとって発達にポジティブな影響が
あるということがわかっています。特に注目
したいのは、保育所を利用することのポジ
ティブな影響というのは、社会経済的に不利
な御家庭に育つお子さんにとって特に大きい
ということです。

鼎談

「就学前教育が小学校入学後に与える影響について」

大竹文雄　藤澤啓子　山口慎太郎
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日本においても同様のことが山口先生の研究
によって示されています。こちらは山口先生
にご説明いただいた方がいいのですが、左側
は保育所利用を考慮しない場合に、お母さん
の学歴の違いによって、言語発達や多動性、
衝動性に差が見られるということを示してい
ます。例えば、この真ん中の多動性について
の結果が典型的です。保育所を利用している
かということを考慮しない場合には、お母さ
んの学歴が高いと多動性がマイナス、少ない
ですが、お母さんが高卒未満の場合にプラ
ス、多動性のスコアが少し高いということに
なっています。一方保育所利用を考慮した場
合には、どちらもマイナスになっています。
お母さんの学歴が高卒未満の場合にはプラス
になっていたのが、保育所利用の効果を考え
るとマイナスに大きく転じていますので、保
育所利用の効果が大きいということになりま
す。
　では、保育所・幼稚園を誰でも利用するこ
とができるようになれば、それでいいのかと
いうとそうではありません。提供される幼児
教育の質が伴って、はじめてポジティブな影
響が見られるということです。こちらの図は、
保育の質の高低と子どもの認知能力の関連を
見たものでして、横軸は保育の質で右に行く
ほど保育の質が高く、縦軸は上に行くほど、
認知能力が高いということを示しています。
保育の質が低いところの範囲では、多少の質
の高低は子どもの認知能力の高低とほぼ関連
がありませんが、ある程度以上の質が担保さ
れている範囲で見てみますと、保育の質が高
いほど、子どもの認知能力が高いという関連
があるということが示されています。

　また、一方で、保育施設の急な拡充に伴っ
て、幼児教育の質の悪化が指摘されたカナダ
のケベック州での研究によりますと、保育の
質が良質でない場合に保育施設を利用するこ

とが、かえって子どもの発達に悪影響をもた
らしたということも指摘されています。
　これはアメリカで保育の質と子どもの発達
を長期的に追跡した研究の結果です。これを
見てみますと、４歳半の時に経験した保育の
質が１５歳のときの学力に直接的に関連する
のかというと、そういうことではないですが、
４歳半のときに経験した保育の質が、同時点
での読み書き能力の高さ、そして小学校の間
の学力の高さを媒介して、１５歳のときの学
力の高さと関連していたというものです。こ
れは、アメリカでの研究ですから、日本の幼
児教育保育の文脈においても、質の高低が子
どもの成長に長期的な影響をもたらすのかと
いうことが気になってきます。諸外国では、
今、幼児教育の質とその影響に関する検証が
長期的なスパンで進められています。日本に
おいては、幼児教育と子どもの育ちに関する
大規模な追跡調査としては筑波大学の安梅先
生のものが過去にあったぐらいで、これまで
ほぼなされてきていません。幼児教育・保育
は、それぞれの国で歴史的・経済的・文化的・
社会的さまざまなものを背景に展開されてき
ているもので、何をもって良い幼児教育とす
るのか、究極的には何を目的として幼児教育
があるのか、そのほかにもいろいろな点で、
その国独自でありその国特有のものとなって
います。日本に目を向けてみましても、保育
所や幼稚園、そして最近では、こども園成立
の歴史的背景ですとか、長時間保育の実態、
保育者の資格制度といった、日本の幼児教育
ならではの特徴を鑑みますと、海外の研究で
得られた知見が今日の日本の幼児教育にも当
てはまるかについては慎重になるべきです。
とはいえ、アメリカの保育や北欧の保育は日
本とは違うから、海外の知見は何も役に立た
ないということでは決してなく、海外で得ら
れた知見や素晴らしい実践のあり方をどうす
れば、どういった条件があれば有効に応用で
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きるのかということを考える、建設的な姿勢
が大事ではないかと考えています。

　幼児教育の質とその影響について研究する
際に質をどのように捉えて話をしているのか
ということを明らかにしておくことは、その
研究の意味するところを理解するために大切
なことです。
　ここで、私どもの研究における質の議論の
立場についてお話をしておきたいと思いま
す。この図は、保育の現場が子どもと保育者
だけではなく、親や家族、地域の影響も受け
ながら、それぞれの園で営まれているもので、
仮に同じ系列園でお隣同士にあったとしても
日々全く同じ現場というのはあり得ないとい
うことを薄い黄色と水色の部分で表していま
す。
　一方で、全く同じ現場はないけれども、例
えば、全ての子どもに愛されて守られて育つ
権利があることの尊重とか、そういったこと
をベースに、「よい実践」や「子どもの育ち」
について、どのような教育方針の園でも共有
できる部分があるということをピンク色で示
しています。黄色や水色で示される、個別性、
独自性の高い部分と、どのような園であって
も共有されるピンク色で示される部分が現場
にあるわけです。
　それぞれ実践の現場で起きていることの個
別性や独自性に目を向けて、それぞれの保育
の場における実践や子どもの育ちの姿を通し
て質について議論しようとするアプローチが
一つ重要なものとしてあります。一方、私ど
もがよる立場は、色々な現場で共有できる部
分、「良い実践」や「子どもの育ち」について、
共通して了解できるものを基に質について議
論するアプローチになります。
　この立場では、共有できる部分を「良い実
践」や「子どもの育ち」について多くの人が
共通して了解できる事項と捉え、それを質の

基準として提示して、質や子どもの発達に関
する数量的評価を元に、質の向上や子どもの
成長への影響を議論しようとするものです。
先ほどご紹介した研究も同じ立場です。この
アプローチは、共通して了解できる質の基準
という軸を通して、実践や子どもの姿を見る
こととなり、質の基準が達成されたかどうか
ですとか、異なる現場の類似性や差異を、さ
まざまな立場で保育に関わる方々に了解可能
な形で明確にすることができます。そうした
ことで、実践の振り返りと改善というレベル
だけではなく、教育政策の決定といった行政
レベルにおいても、何かしようとするときに
説得性が高いという大きな特徴があります。
この立場からの質評価について、私どもが研
究で使用しております質評価尺度について説
明することでご紹介したいと思います。私ど
もは「保育環境評価スケール」というものを
使っています。これは発達心理学の愛着理論
や認知発達理論に基づいて、アメリカで開発
されたものです。大きな改訂を経て、現在は
第３版のものが利用可能となっています。ア
メリカやイギリスといった英語圏だけではな
く、アジアやアフリカ、北欧など文化や習慣、
保育観、子ども観などが大きく異なる国にお
いても広く調査やモニタリングに使用されて
いる実績があるものです。
　大阪総合保育大学の埋橋玲子先生によって
日本語に翻訳されておりまして、埋橋先生に
ご指導、ご助言をいただきながら、私たちは
関東の複数の自治体での調査研究に使用して
まいりました。
　「保育環境評価スケール」には「空間と家
具」や「保育の構造」といった６つのサブス
ケールの下にそれぞれ数個ずつ項目があり、
各項目の下に数個ずつ具体的な指標があると
いうものになっています。合計４６１の具体
的な指標について、保育活動に関与しない観
察者が３時間程度以上の時間をかけて一つ一
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つ達成、不達成を評価していくというもので
す。この各指標の評価結果から、項目やサブ
スケールのスコア、全体的なスコアが１～７
点の範囲で計算されます。
　それでは、「保育環境スケール」を用いた
幼児教育保育の質の評価に分かってきたこと
をお伝えしたいと思います。まずは、保育の
現状についてご紹介します。
　こちらの棒グラフは、「保育環境スケール」
のスコアを表していまして、青色の棒グラフ
はアメリカで行われた大規模な調査で示され
たスコアになります。
　オレンジ色と薄い緑色のものは、私どもが
関東の自治体にご協力をいただいて行った
データです。そして、赤色のものが尼崎市の
ものになります。埋橋先生のチームが収集さ
れたもののうち、保育所のみのものを表して
います。ご覧いただきますと、アメリカの一
般的な保育施設と比較して、「養護」や「保
育の構造」というサブスケールでスコアが高
く、また「相互関係」も結構高いということ
がわかります。「活動」のスコアは、アメリ
カの一般的な保育施設と同様に、他のサブス
ケールと比較して相対的にスコアが出にくい
ということも言えるかと思います。ご紹介し
ているものは、ほぼ認可保育所のものになり
ますので、無認可保育所など他の保育類型の
ものを反映していませんので、日本の幼児教
育保育の現状を代表しているかといえば、そ
うではないでしょうけれども、少なくとも認
可保育所が提供している、幼児教育・保育の
質がアメリカと比較してひけをとるものでは
ないということが言えるのではないかと思い
ます。
　もう少しローカルに見たものをご紹介しま
す。こちらはどちらも関東の自治体のもので
す。数年にわたり調査してきましたので、各
園の最低値、最高値と平均値が出されていま
す。四角で示された平均値にご着目いただく

と、質の差異といいますか、高低といいます
か、それが同じ自治体の中でも施設間に見ら
れるということにお気づきいただけるかと思
います。
　次に、保育の質と子どもの育ちの関連につ
いてです。私どもは、子どもの育ちの評価と
して担当保育者に「ＫＩＤＳ乳幼児発達ス
ケール」という発育評価スケールにご回答い
ただいたものを分析に使っています。
　「保育環境評価スケール」のスコアと子ど
もの発育状況との関連を見てみますと、左右
の図ではそれぞれ全く別の推計方法を使った
結果ですが、どちらの自治体においても結論
としては同じで、「保育環境評価スケール」
で評価されている保育の質の良さと、同時点
での子どもの発育状況の良好さに正の関連が
あるということがわかりました。
　続けて、保育の質と就学後の発達状況との
関連についてです。私どもは、就学後も追跡
調査をこの自治体で続けておりまして、お示
ししていますのは、先頭コホートの子どもた
ちのみでサンプルサイズ的には十分ではない
ですが、それでも年長クラス、つまり就学の
前年度に在籍していたクラスの「保育環境評
価スケール」のスコアが高いほど小学校低学
年時に問題行動が少ない傾向にあるというこ
とがわかりました。また、これも先頭コホー
トの子どもたちのみについてですが、５歳児
クラス、就学前年度のクラスの保育の質の良
さが小学校４年生になった時の学力の高さと
関連していることもわかりました。まだサン
プルサイズも大きくなく、また一つの自治体
から見られた結果ですし、家庭の影響など他
のいろいろな要因についても考慮してより精
緻に検討を進める必要がありますが、海外で
見られているように、日本の幼児教育保育の
分野においても、保育の質が子どもの成長に
同時的な影響だけではなく、就学後にかけて
長期的な影響をもたらす可能性が考えられま
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した。
　今後の展望について簡単にお話しさせてい
ただきます。今後はさらにさまざまな自治体、
地域で、さまざまな保育類型も含めて大規模
かつ長期的な調査を実施して、日本における
幼児教育の質の効果について検証を進める必
要があります。その際には、やはり研究者と
行政が共同して行政記録情報等を有効活用す
ることによって、幼児期、学童期における発
育状況だけではなく、青年期、成人期など長
期的なスパンにおける適応的な発達や社会生
活というものを視野に入れた、個人の長期的
追跡が可能となる調査設計や、情報収集の連
携、管理体制の構築が必要不可欠であると考
えられます。また、そのようにして効果検証
された評価の指標でもって質のモニタリング
や、補助、支援の実現への道が開かれるので
はないかと考えています。
　こちらの右の図の方が先ほどお伝えした関
東の自治体二つのうちの一つの自治体で収集
された「保育環境評価スケール」のスコアに
なります。先に紹介したように評価にばらつ
きがあるということがわかります。一方、左
側の図は、同じ自治体の同じ園を対象に実施
された第三者評価事業による公表された結果
の一部を表したものです。縦軸にご注目いた
だきますと、どの施設も満点というような結
果になっていて、横軸でとった「保育環境評
価スケール」のスコアとは関連が全くないと
いうことがわかるかと思います。このように
どの施設でも満点となるという結果になる
と、それが公表されていても、質の高低につ
いての情報が一般の保護者の方には大変わか
りにくいということになります。ですので、
利用者の施設の選択に資する情報となるかと
いうことについては、もう少し検討が必要な
状態なのではないかなという風に思っていま
す。第三者評価事業や、行政における指導監
査の改善といったようなところに、科学的根

拠のある資質評価を入れていくというのも方
向性としてあるのではないかと考えていま
す。私からは以上です。ありがとうございま
した。

大竹所長
　藤澤先生、どうもありがとうございました。
就学前教育の効果についての学問的なところ
でわかっていることと藤澤先生御自身の研究
でわかったことを的確にまとめていただきま
した。
　それでは、まず、山口先生から藤澤先生の
ご報告も経て質問、あるいはコメントをお願
いいたします。

山口主席研究員
　はい、承知しました。藤澤先生ありがとう
ございます。
　藤澤先生の御発表の中でもあったとおり、
これまでは利用したかどうかが、子どもの発
達にどう影響したかというのを見てきた研究
が私のものも含めて中心だったわけです。暗
黙の仮定としては、質は、例えば認可保育所
だったら一定程度確保されているだろうなと
いうことで確認はされてなかったのですが、
そういう仮定の下で行われていたと。今回、
藤澤先生のグループの御研究で見ると、その
仮定というのは、平均的には正しかったと、
結果的には間違っているということはなかっ
たけれども、今回すごく面白いと思ったの
は、認可保育所の中にもかなり質にばらつき
があるということ、同時に、この質というの
は発達上重要であることがわかってきたとい
う、今後の幼児教育の研究というのは、こう
いった視点から分析されることが必要になっ
ていくだろうし、同時に出てきた結果という
のは、どんどん幼児教育の行政に反映させて
いくべきだなという風に感じました。一方で、
そういった研究や行政の改善を進めていく上
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でひょっとしたら壁になるかもしれないなと
いうのは、エカーズがすばらしい質の高い測
定であるのだけれども、それだけに実際に測
るのはかなり大変なんじゃないかという点に
ついて懸念しています。具体的には、４６１
項目もあるし、理想的には全ての保育所につ
いてこういった調査を行いたいし、しかもそ
の一回やったら終わりではなくて、毎年見え
るぐらいだと変化も追跡できるのでいいのだ
ろうなとは思うのですが、こういったこの測
定の困難さがどれぐらいのものなのかという
ことと、どうやれば、その限界を超えていけ
るのかという点についてお話をうかがえない
でしょうか。

藤澤主席研究員
　はい、ありがとうございます。私どもの調
査では、幼稚園の先生や保育園の先生のご経
験のあった方に、かなりの時間をかけてト
レーニングをしています。クラスに入っても
保育者とお子さんのやりとりを一人の観察者
が全部聞き取るということは難しく、騒がし
い中で聞こえなかったりすることもあります
ので、調査員二人以上でクラスにお伺いして
います。３時間半程度の時間をかけて独立に
観察をしまして、それぞれが評価した結果に
ついて整理した後、ずれがあったところにつ
いて確認をするという作業がありますので、
ほぼ１日かけて２名ないし３名の調査員が
たった一つのクラスのスコアの評価をしてい
るという形になります。ですので、そういっ
た意味では、かなり評価コストの高い方法に
なっています。４６１の指標の全部が質の差
異に関係しているのか、あるいは子どもの発
達に資すると言える項目なのかというと、そ
うでないものもありそうです。認可保育所で
あるということである程度満たされている、
広さについての指標ですとか、どの園も達成
しているといった指標などがありますので、

そういったことをこれからもう少し整理し
て、もっとコンパクトに評価していくという
ことができないかということをちょうど検討
しているところではあります。

山口主席研究員
　ありがとうございます。

大竹所長
　今の点について、関連した質問としては、
毎年変動するものと固定的なものがあって、
毎年変動することが、かなり大きくて毎年必
ず調査しないと、分析、質の評価につながら
ないのか、あるいは変化する要因が一体何な
のかということについて、大体わかっている
ことはありますか。

藤澤主席研究員
　そうですね。一つ言えるのは、先ほどのグ
ラフで、施設によって違いがあるというグラ
フをご紹介した時には触れなかったのです
が、同じ園の中で最高点と最低点が違うとて
いうところも現状としてあります。それは、
観察日の天候などいろいろな要因にもよりま
すし、担任の保育者もクラスによって当然違
いますので、そうした要因も関連していると
考えられます。その辺りの点についてももう
少しきちんと分析しなければいけないという
ふうに思っています。先ほど最後にご紹介し
た第三者評価事業の結果は一つの園の評価結
果ということになっていますが、その園の５
歳児クラスと３歳児クラス、１歳児クラスが
同じような質の保育を提供しているかという
と、必ずしもそうは言えないということがあ
りますので、もう少し丁寧に見てみないと当
該園で提供している保育の質についての評価
は定まらないと思います。ただ、そこまで評
価とするとなると、かなり大変にはなってし
まいますので、そういったクラスによる違い
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というのがどういったところに関連、起因し
ているのかということも検討していくことに
よって、観察回数や観察クラス数をどのよう
に定めると良いかというのがもう少し言える
ようになってくるのではないかなと思ってい
ます。

大竹所長
　そうですね。この研究をもうちょっと深め
ていっていただくと、例えばどういう項目が
非常にその後のことに影響するのかというこ
とがわかってくると、日本ではあまり関係な
い項目も多分たくさんあると思うんです。だ
から、その辺で重要な項目を絞っていくとい
うことができれば、観察コストというか評価
コストも上がっていくのかという風に私も思
いました。

山口主席研究員
　２つ目の質問として伺いたいのは、こう
いった質の情報というのは先行しているアメ
リカでは、例えば、どういう風に一般の利用
者の方に受け止められているのか。
　実際にそれが保育所施設の選択に影響して
いるのかなというところがちょっと気になっ
ています。これをどういう風に、この質の情
報っていうのを教育行政にどう生かしてい
くかを考えた場合に、一つのやり方として
は、理想的には全ての保育所について今年の
スコアというのがあって、それを参考に一般
の利用者の方に選んでいただくと。そうすれ
ば、利用者に選ばれる保育所でありたいと思
うことによって、保育施設間で切磋琢磨する
ことによって質が上がっていくということを
期待したい訳ではあるのですが、一方でこの
質というのが一般の利用者さんにとってなか
なか信頼されないとか、わかりにくいみたい
な問題が生じた場合には、質の改善というの
はつながっていかないんじゃないかと思いま

す。そういった点について先行しているアメ
リカ、あるいは日本でもひょっとして研究が
あったりしたら、どういうふうな知見がある
のか教えていただけないでしょうか。

藤澤主席研究員
　アメリカでは、「保育環境評価スケール」
を各園の保育の質の指標として使用している
州は多くあります。すごいなあと思って見て
いるのは、各園について紹介するサイトの中
に、そのスコアを全て開示している州があり
ます。園の住所とかそういったことだけでは
なく、保護者のアンケート調査の結果や、質
の評価の結果ですとか、全て開示されていて、
それをもとにその保護者が保育園、幼稚園を
選ぶことができるようになっています。「保
育環境評価スケール」でスコアが高かった場
合にプラスして財政的な補助があるという州
もありまして、そうした補助により例えば優
秀な保育者を雇用することができて、よりよ
い質の提供が可能になるというようなことも
起きます。一方で、アメリカでは保育料と保
育の質が連動しているということがありまし
て、そうすると良い質の幼児教育を提供して
いる園ほど保育料が高くなってしまい、良い
質の幼児教育を提供する園を利用できる家庭
が偏ってしまうといったことも指摘されてい
ます。日本の現状の保育料のあり方なども含
めて考えますと、海外でされていることを
そっくりそのまま輸入して応用するというの
は、現状としてはなかなか難しいのではない
かなというふうに考えています。
　私たちは、質についての評価結果を各園に
フィードバックするということをやっており
まして、今日お示ししなかったのですが、関
東の自治体の一つの方ではフィードバックす
ることによって少しずつですが「保育環境評
価スケール」のスコアが上昇してきたという
結果もあります。ですので、そういった意味
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で何らかの形で質の情報というのを、まずは
園の方にフィードバックをして、質の向上の
お役に立てていただけるというようなこと
は、方向性としてはあるのではないかなと思
います。ただ、その評価結果を広く公表する
ということについては、幾つかステップを踏
まなければいけないので、すぐにできるかと
いうとそれは難しい状況があるのかなと思っ
ています。

大竹所長
　はい、ありがとうございます。山口先生の
質問と関わりますけど、アメリカは、公的に
費用を負担しているのですか。それとも園が
負担するのですか。

藤澤主席研究員
　もともとアメリカは、保育は家族のプライ
ベートなことというのがありますので、保育
に対する公的な財政補助は日本に比べると少
ないというのがあります。アメリカで質の評
価にどのくらいの費用がかかっているのかと
いうのは、私にはわからないですが、先ほど
ご紹介しました日本の第三者評価事業の受審
費用は、大体５０万円から６０万円くらいか
かるということがありまして、その負担感が、
園にとっては非常に大きいものがあります。
東京都は第三者評価事業の受審費用の補助を
出していますが、そうした補助をしていない
自治体の方が多いですので、現状、第三者評
価事業は、全国的にみると受審率が非常に低
いということがあります。

大竹所長
　なるほど、ありがとうございます。そうす
ると第三者評価の中身を改善していくという
ことで事実上それでもコストがかかっている
訳ですが、それがあまりうまく機能してない
というのが実情であれば、それを変えていく

ようなところで、評価の仕組みというのをも
う少し改善していくということを研究を進め
ていくことで、参考にしていただけるように
なるのではないかということを今日のご報告
と、ディスカッションを聞いて思いました。
　藤澤さんと山口さん、ご報告とディスカッ
ションありがとうございました。このセッ
ションはここで終わりたいと思います。

山口主席研究員
　ありがとうございました。

藤澤主席研究員
　ありがとうございました。
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　尼崎市教育長の白畑でございます。本日は
大変興味深く、貴重な研究報告をお聞きする
ことができまして、本当にありがとうござい
ました。
　引き続き、私どもとしましても研究者と連
携して中長期的な分析を行って得られた成果
を学校に還元していきたいと考えておりま
す。私どもでは、コロナが収まらない状況で
はありますけれども、明日から小中学校の２
学期が始まります。
　先日、大竹所長とも少し意見交換させてい
ただきましたが、本日も「女子の児童生徒の
外向性が下がっている。外で遊ぶ時間が減少
している。」との報告をいただきましたけれ
ども、現場の教員に確認したところ、やはり
女子の児童生徒が休み時間に外で遊ぶように
促しても、マスクを外すのが嫌で外で遊ばな
い傾向があるという風に聞いております。こ
こでも、まだコロナの影響が根強く、対応の
必要性を痛感しているところでございます。
この場をお借りして報告をさせていただきま
す。
　本市では、長年、学力の向上に努めてきて、
ほぼ全国平均に達したところでありますが、
ここ数年伸び悩み傾向にございまして、本日
も多くの先生方に分析をしていただいた「あ
まっ子ステップ・アップ調査」において就学
前教育との連携なども報告をいただきまし
た。今後も研究所で得られた知見を元に、中
長期的な視点で経年分析を行うことで、生徒

一人一人に応じた指導の充実や学習状況の改
善を図っていきたいと考えております。
　引き続き、研究所の先生方のご支援ご協力
をお願いしまして、報告会の最後のあいさつ
とさせていただきます。本日は、どうもあり
がとうございました。

閉会挨拶

尼崎市教育委員会教育長　白畑　優
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